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する2018年12月31日時点のものです。
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持続可能な開発に関する
問題に対して、金融機関は
どのような役割を
果たせるでしょうか？
フレデリック・ジャンボン：パリ
協定や国連の持続可能な開発
目標に定める通り、私たちが望
む持続可能な世界を構築する
ため、今こそ金融機関がその役
割を果たすべき時です。一部の
資産運用会社や他の金融機関
は、持続可能な運用成績を達成
するために責任ある経済成長の
促進に取り組むと考えられま
す。私たちは自らの責任を受け
入れ、お客様やすべての利害関
係者と密接に協力しながら、こ
うした変革を推進していきます。
ジェイン・アムバクシア：投資家
は2つのタイプに分かれます。ひ
とつは「フューチャー・テーカー」
で、このタイプは、自ら機会をつ
かむ前に、経済構造が変化する
ことや公的機関が何か決定を
下すことを待とうとします。もう
ひとつは「フューチャー・メー
カー」で、このタイプはより持続
可能な将来を構築するために、
関係者（発行体、公的機関、規
制当局）の慣行を変える努力を

BNPパリバ・アセットマネジメントは2019年3月に
グローバル・サステナビリティ戦略を発表しました。
当戦略は、低炭素で包摂的な環境に優しい経済成
長モデルへの20年近くに及ぶ私たちの取り組みに
基づいたものです。サステナブル投資のビジョンに
ついて、BNPパリバ・アセットマネジメントのチーフ・
エグゼクティブ・オフィサーであるフレデリック・ジャ
ンボンと、サステナビリティ・グローバル・ヘッドの
ジェイン・アムバクシアに話を伺いました。

マネジメントと
持続可能な

サステナビリティ戦略は、
私たちの事業戦略の
中核をなすものです。
FRÉDÉRIC JANBON
Chief Executive Officer

します。私たちは「フューチャー・
メーカー」コミュニティの一員に
なりたいと考えています。

BNPパリバ・アセット
マネジメントのような資産
運用会社にとっての課題と
して何があるでしょうか？
F.J.：私たちは、持続可能な将
来に投資することが、お客様と
世界経済の両方にとって、長い
目で見れば経済的利益になる
と確信しています。気候変動、社
会的不平等の拡大、人間の活
動による環境破壊といった世界
的な課題は、私たちが投資する
企業の業績に重大な影響を及
ぼす可能性があります。私たち
は投資家として、企業と政府が
こうした課題にどのように対処
し、事業戦略、ビジネスモデル、
施策をどう適応させるかを評価
します。それにともない、私たち
はすべての投資プロセスを漸進
的に変革し、近い将来にすべて
のプロセスで真のESGフィルタ
リングを取り入れることを決定
しました。当然ながら、私たちは
「有言実行」を目指して、私たち
の企業文化にサステナビリティ

を取り入れるとともに、ESGの原
則を事業内容にも適用すること
に取り組んでいます。サステナビ
リティは、今や私たちの事業戦略
の中核なのです。

J.A.：私たちのグローバル・サス
テナビリティ戦略は、4つの柱に
基づいています。
＞2020年までにすべての投資戦
略に環境・社会・ガバナンス
（ESG）ファクターを取り入れる
こと。
＞ベスト・プラクティスを推進し、
より持続可能な世界を創造する
上で金融機関が果たす役割の認
知度を高めるため、スチュワード
シップ活動に注力し、投資先企業
との対話だけでなく、公的機関や
規制当局との対話も強化するこ
とを目指す。
＞責任ある行動（国連グローバ
ル・コンパクトの10原則の順守）
に基づいた発行体の選別や、要
注意分野への投資を監視するた
めのセクター方針。直近実施し
たこととして、炭素集約度の高い
企業のダイベストメント戦略の
一環として、燃料炭セクターの除
外方針を強化したことがあげら
れます。

＞持続可能な経済成長のための
3つの前提条件「3つのE」（エネル
ギーの転換、環境の持続可能性、
平等と包摂的な成長）に関する
フォワード・ルッキングの観点。

そうした意欲的な戦略を実行
するためのリソースとして、
どのようなものがありますか？
J.A.：私たちのサステナビリティ・
センターは、ESGに関する専門
知識の中心に位置しています。サ
ステナビリティ・センターは規模
を拡大し、経験豊富な24人の人
材を擁しています。コンサルティ
ング、政治、投資、特定の産業セ
クターなど、さまざまな分野で平
均10年超の経験を持ったメン
バーが集結しています。また、私
たちは多くの市場イニシアチブ
（Climate Action 100+、欧州委
員会のテクニカル専門家グルー
プ、気候関連財務情報開示タスク
フォース、気候変動に関する機関
投資家グループなど）と協働して、
積極的に役割を果たしています。
F.J.：私たちは変革を加速するた
めに、ガバナンスの枠組みを大幅
に変更しました。一例として、ジェ
インは現在、BNPパリバ・アセッ

トマネジメントの投資委員会のメ
ンバーとして意欲的に活動してい
ます。

BNPパリバ・アセット
マネジメントは、
長期にわたって持続可能な
開発を投資意思決定に取り
入れてきた実績があります。
F.J.：私たちは2002年に初めて
ベスト・イン・クラス・ファンドを
設定して以来、約20年にわたっ
て持続可能な開発を長期的な
投資手法に取り入れてきました。
2012年には責任投資方針を正
式に採用し、ESG基準をオープン
エンド型のファンドすべてに適用
しました。2015年にはモントリ
オール・カーボン・プレッジに署名
し、パリ協定に沿った気候投資戦
略の実行によって、COP21（気候
変動枠組条約第21回締約国会
議）を受け入れた初の資産運用
会社のひとつとなりました。
J.A.：私たちはサステナブル投資
の確固たる基盤を築いてきまし
た。グローバル・サステナビリティ
戦略は、BNPパリバ・アセットマネ
ジメントを次のレベルへ牽引して
くれるものと考えています。
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Global Head of Sustainability
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8 BNPパリバ・アセットマネジメントのサステナビリティ戦略

グローバル・
サステナビリティ
戦略の概要

私たちは投資を通じてより良い世界をつくることに貢献します。
＞具体的な目標や実施内容を示しながら、サステナビリティ投資のアプローチを
明確に発信します。
＞エネルギーの転換、環境の持続可能性、平等と包摂的な成長といったサステナ
ビリティ・テーマにフォーカスします。
＞ベスト・プラクティスを推進するために企業や規制当局とのエンゲージメントを
実施し、長期的な観点で投資を行います。
＞持続可能な世界を創造するために金融機関が果たす役割について認知度を
高めていきます。

私たちの信念

ESGの統合は、
リスク調整後リターンの
改善につながります

私たちの受託者責任は、
サステナブル投資と
つながっています

スチュワードシップ活動は
機会であるとともに
義務でもあります

私たちは
長期的な将来を見据えた

投資家です

持続可能な経済の将来は、
サステナブル投資の実行に

かかっています

優れた実績を挙げるには、
有言実行が
極めて重要です
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私たちのサステナブル投資のアプローチ

すべての投資にESGを統合
リスク調整後
リターンの改善

フォワード・ルッキングの観点：
「3つのE」
投資意思決定の改善、長期的な
市場パフォーマンスの維持

責任ある企業行動と
セクター・ベースの除外
レピュテーション・リスク、規制リスク、
座礁資産リスクを回避

サステナブル
投資

サステナブル
投資

ESGテーマの
影響力向上

持続可能な投資機会に
資産を配分

「3つのE」

私たちは持続可能な経済に不可欠な3つのテーマにフォーカスします。

エネルギーの転換
（Energy Transition）

目的： 低炭素エネルギーへの転換に
積極的に貢献する

環境の持続可能性
（Environmental Sustainability）

目的： 私たちの投資による
環境への影響を改善する

（Equality & Inclusive Growth）

　　平等と
包摂的な成長

目的： 社会と生態系の長期的な
安定と回復を確保するため、
より平等で持続可能な
価値の分配を推進する

２
０
２
５
年
ま
で
に
私
た
ち
の
投
資
を

パ
リ
協
定
の
目
標
に
整
合
さ
せ
る

目
標 IEA（国際エネル

ギー機関）のSDS
（持続可能な開発
シナリオ）と比較
した一次エネル
ギー構成と電気
エネルギー構成

IEAのSDSと比
較した炭素集約
度（gCO2/kWh）

ポート
フォリオ
ごとの
CO2排出量

運用資産額に
占めるグリーン
シェア（%）また
はグリーン投資
総額
（ E Uタクソノ
ミーの定義によ
る持続可能な経
済活動）

森林破壊ゼロ、泥
炭地ゼロ、搾取ゼロ
に取り組んでいる
／方針を定めてい
る企業数

コモディティーの調
達を追跡調査・モニ
タリングしている企
業数

私たちのポートフォ
リオのウォーター・
フットプリント

水ストレス下にある
地域で事業を行い、
水効率が業界水準
を下回る企業の数
や割合（%）

取締役会に占める
女性の割合（%） こ

れ
ら
の
Ｋ
Ｐ
Ｉ
を

測
定・報
告

スチュワードシップ活動
（議決権行使、エンゲージメント）
企業価値の保護、健全な規制枠組みに向けた
影響力の行使、社会・環境の改善を推進
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新たなリーダーシップ
ジェイン・アムバクシアは、2018年にサステナビリティ・グローバル・
ヘッドとしてBNPパリバ・アセットマネジメントに入社しました。以前は
マーサーに18年勤務し、パートナー兼同社の責任投資事業の創設者
となりました。2005年には責任投資原則の策定に関する国連の顧問
に指名されました。彼女は複数の主要な業界イニシアチブ（金融安定理
事会（FSB）の気候関連財務情報開示タスクフォース、カーボン・ディス
クロージャー・プロジェクトなど）のメンバーでもあります。また、トロン
ト大学特任教授、オックスフォード大学スミス企業環境大学院のリ
サーチ・アフィリエイトも務めています。

サステナビリティに特化したガバナンス

サステナビリティ・センターの強化

サステナビリティ委員会
投資委員会の分科会として機能し、

グローバル・サステナビリティ戦略とすべての関連方針を検証

サステナビリティ・
センター

お客様
および業界

投資チーム

ESG専門家
パリ、香港、

ニューヨークを拠点とし、
サステナビリティ・センターに所属

2018年と2019年の
新規採用

平均累積職務経験
年数

オランダ語、英語、フランス語、
ドイツ語、ハンガリー語、
イタリア語、中国語、スペイン語を
使用

年超

BNPパリバ・アセットマネジメントのサステナビリティ・センターは、企業およびセクターレ
ベルのリサーチ、分析、データを運用チームに提供します。また、サステナビリティに関する
リスクや機会を投資戦略に反映するための取り組みを支援します。

BNPパリバ・アセットマネジメントのサステナビリティ戦略

10人24

カ国語8人14



Asia Asset Management – Best of 
the Best Awards 2018
> Best Responsible Investor 
(Hong Kong)
> Best Responsible Investor (Region)

Benchmark Fund of the Year 
Awards 2017 – Hong Kong 
> Best Sustainable Investment 
Award (Overall Leader)
> Outstanding Sustainable Impact 
Award

Benchmark Fund of the Year 
Awards 2017 – Singapore
> Best Sustainable Investment 
Award (Overall Leader)
> Outstanding Sustainable Impact 
Award
> Outstanding Impact Investment 
Award

Benchmark Fund of the Year 
Awards 2017 – Taiwan
> Best Sustainable Investment 
Award (Best-in-Class)

Institutional Asset Management 
Awards - regional:
> Best ESG Strategy
> Best Emerging Markets Fixed 
Income Manager

These awards underline the positive 
ESG steps our organisation has 
taken in the region.
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運用資産額66億ユーロのハ
イ・コンビクション・ファンド（ア
クア、ヒューマン・ディベロップメ
ント、スマート・フード戦略）は、
運用2年目でノベシックによって
第1位に選出されました。当ファ
ンドは個人投資家向けにフラン
スで販売されています。当ファン
ドには発行体およびその事業
活動のESG評価に大きく影響
を受けるポートフォリオが含ま
れます。

ハイライト

BNPパリバ・
アセットマネジメントの
2018年PRI戦略および
ガバナンス・スコア

ESGアセットマネージャー・
オブ・ザ・イヤー
2018年にイタリアで開催された「Le Fonti 
Awards」で、BNPパリバ・アセットマネジ
メントは「ESG Asset Manager of the 
Year」を受賞しました。「サステナビリティと
社会的責任が資産運用業界で確立したト
レンドとなる前から、こうしたテーマを重視
してきたこと」と、「文化的変革を率先し、天
然資源と倫理的選択にフォーカスすること
で投資を成功させることを示した」ことが受
賞の理由でした。

2020年までに
完全にサステナブル化
BNPパリバ・アセットマネジメントは2020
年までに完全なESG統合を達成するため、
ESG統合のガイドラインとESG分析ツール
を経営陣に提供しています。
国連グローバル・コンパクト原則とOECD
（経済協力開発機構）多国籍企業行動方針
に従って約11,000社の企業を分析し、サス
テナビリティ・センターが専用プラットフォー
ムでリサーチ結果を共有します。

ESGを組み入れた運用資産額（2018年）

アジアでの受賞歴

フランス：BNPパリバ・
アセットマネジメントは
SRI市場で優位に立つ

サステナビリティ・レポート2018
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サステナブル投資を通じた

価値の創造
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LAURENT GALZY
ERAFP（フランス公務員退職年金基金）CEO

視点

サステナブル投資を通じた価値の創造

私たちは健全なESGの原則に対する
プロとしての真のコミットメントを
資産運用会社に期待しています

ESGの分析と報告が金融機関にとって
欠かせないといえる理由は
何でしょうか？
気候変動によって避けられない問題や、社
会的要因とコーポレート・ガバナンスから生
じる問題によって、機関投資家はESGファク
ターを投資意思決定に不可欠とみなすよう
になりました。こうした投資環境の変化に
は、投資家の受託者責任も反映されていま
す。投資家は、受益者への長期的なコミット
メントが長期的に持続可能な運用成績につ
ながるようにしなければなりません。ESG関
連の資産規模（フランスで2兆2,000億ユー
ロ）を考慮すると、機関投資家の責任は重
大です。これだけの規模の資産があれば、経
済の機能改善に向けた直接投資を強力に
推進することが可能です。また、気候変動関
連の資金調達に伴う課題と財務上のニーズ
に対応するためには、こうした規模の資産が
不可欠です。現在の良いトレンドが止まる気
配はなく、それに伴う法令上の変化は必然
と考えられることから、受託者責任と明確な
責任感が極めて重要となります。

ESGへの取り組みの観点で、
投資マンデートの運用手法に
何を求めていますか？
長期投資家として私たちが設立時から持っ
ている価値観は、ESGの課題に対する私た
ちの取り組みが当初から強力で本物である
ということです。私たちは資産運用会社に対
して、私たちと同程度に高い水準で投資先
に関与することを求めています。投資マン
デートまたはファンドの運用に選任された
マネージャーには、ERAFPのSRI（社会的
責任投資）憲章のあらゆる面を適用する能
力が必要です。同憲章は、特定水準のESG
へのコミットメントと、ESG専用のリソース
の導入を求めています。つまり、健全なESG
の原則に対するプロとしての真のコミットメ
ントが必要ということです。

BNPP AMとERAFPによる
ESGへの共同コミットメントは、
より良い世界に貢献することが
できると考えますか？
企業との対話やエンゲージメントが慣行を
改善するとともに、責任ある経済に貢献する
と私たちは考えています。ERAFPは、BNPP 
AMと同様、国連の責任投資原則（PRI）、
Climate Action 100＋、気候変動に関する
機関投資家グループ（IIGCC）といった共同
イニシアチブにおいて積極的に役割を果た
しています。私たちはこうしたイニシアチブで
相互に補完的な役割を果たすことによって、
より良い世界に貢献できます。

ERAFP： フランスの代表的な
公務員退職年金基金、
100%SRIの機関投資家
ERAFPは320億ユーロ超の金
融資産のすべてを社会的責任投
資方針にしたがって投資する欧
州を代表するSRI機関投資家で
す。2 0 0 5年の設立以来、
ERAFPの理事会はSRI原則を
順守しながら、金融資産ポート
フォリオのリターンを最大化す
ることを目指してきました。国連
責任投資原則の署名機関とし
て、ERAFPは2006年3月に5
つのポイントから成るSRI憲章
を導入しました。同憲章は、法規
および人権の尊重、社会的進
歩、社会民主主義、環境、高水準
のガバナンスならびに透明性と
いう価値観に重点を置いていま
す。また、ERAFPは加入者数で
世界最大級の公的年金基金で
す。受益者は450万人超、職員
は4万2,000人で、約20億ユー
ロの年間拠出金を毎年投資して
います。
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ハイライト

BNPP AMはタバコ会社を
オープンエンド型ファンドから除外
最初にSRIファンドを設定した2002年以降、サステナブル
投資ポートフォリオに適用してきた方針を拡大しました。こ
れは兵器やアスベストに対する既存の投資除外を補完する
ものです。今回の決定は、サステナブル投資へのコミットメン
トの一環として、ESGリスク管理を含む受託者責任を含めて
います。この決定は、タバコに関する公衆衛生、人権乱用、高
額な経済的負担への懸念を考慮したものです。世界保健機
構の推定によれば、タバコに関する経済的負担は、世界で年
間2兆ユーロを超えるとみられます。

BNPP AMは
不動産デット戦略を通じて
SRIの範囲を拡大
欧州の不動産デットに投資する戦略は、投資プ
ロセスにおけるESG（環境、社会、ガバナンス）
基準の厳格な適用や、持続可能なプロジェクト
への投資資金提供にフォーカスすることによっ
て、SRIとして評価を得ています。

「私たちは、タバコ企業をポートフォリオ
から除外するというBNPP AMのコミッ
トメントを高く評価しています。これは、タ
バコが存在しない世界への大きなステッ
プです。こうしたイニシアチブが世界的な
公衆衛生問題について、金融業界と社会
全体に今後も警鐘を鳴らし続けることを
望んでいます。」

BRONWYN KING
Founder and CEO
at Tobacco Free Portfolios2018年の社会的責任投資（SRI）資産額

368ユーロ
億

Parvest Green Tigersファンドが
LUXFLAG環境ラベルを受賞
私たちのサステナブル投資商品が新たな賞を獲得しました。
当ファンドは2018年12月末時点の運用資産額が1億3,550
万ユーロで、日本を含むアジア太平洋地域において環境問題
の解決を支援している企業に投資しています。
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DENIS PANEL
Head of Multi Asset Quant Solutions 
(MAQS)

持続可能な
経済の将来は

サステナブル投資の
実行にかかっていると
私たちは考えます。

2019年3月、私たちの6本のマルチファクター・ファンド（合計運用
資産額15億ユーロ超）がフランスのSRI認証を獲得しました。これら
のファンドの運用プロセスは、企業のESG評価や気候変動と闘う取
り組みを投資方針に取り入れるようになっています。これらの政府認
証の獲得は、BNPP AMのサステナブル戦略を反映したものです。

ESG基準をポートフォリオ・マネジメントに取り入れることは、
投資家にとってどのような付加価値があるでしょうか？
私たちの投資アプローチは、持続可能な経済の将来はサステナブル投
資の実行にかかっているという信念を反映しています。私たちは、今こ
そその取り組みを強化する時であり、ESGの統合が投資家にとってリ
スク調整後リターンの改善につながると確信しています。サステナビリ
ティについては理解やリサーチがまだ十分でないほか、価格決定も非
効率で、開示の水準も一定していません。私たちの業界にとって大きな
課題となっています。

BNPP AMは2020年末までに投資プロセスに
ESGを完全に取り入れることを目指していますが、
あなたの運用部門に対してどのような意味を持つでしょうか？
MAQSにおいてESGは重要な要素です。10年前、私たちは低炭素ETF
（上場投資信託）を設定した初めての資産運用会社でした。私たちは初
のサーキュラー・エコノミーETFの設定によって、再びパイオニアになろ
うとしています。さらに、2018年12月以来、株式および債券のクオンツ
運用チームはすべて、投資プロセスにESG基準を取り入れています。こ
の変革を加速するため、MAQSではESGの投資プロセスへの統合を
担当・監視する18人のESGチャンピオンを任命しました。彼らはESG
リサーチの伝道者で、サステナビリティ・センターと運用チームをつなぐ
貴重な連携先としての役割を担います。

BNPP AMの運用チームは、資産運用業界において
どのような役割を果たすことができるでしょうか？
社内の運用プロセスは、定期的にコンタクトしているデータ・サプライ
ヤーやインデックス・プロバイダーに向けて他のイニシアチブと密接に
関連しながら進化しています。私たちは対話を通じて、データ・サプライ
ヤーやインデックス・プロバイダーに、自分たちの事業活動におけるサ
ステナビリティをより考慮してもらうよう促しています。私たちは、利害
関係者にサステナブルな慣行を推進することによって、ともに持続可能
な経済を目指すことが自らの責務であると考えています。

視点

サステナブル投資を通じた価値の創造
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スペシャル・レポート

スチュワードシップは
どのような
変化を
もたらすか
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私たちの方針と報告については、www.bnpparibas-am.comをご覧ください。
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件
BNPP AMがメンバーとなっている
投資家イニシアチブ、
マルチステークホルダー・
イニシアチブや
公共政策イニシアチブの数

社
私たちが
エンゲージメントを
実施した企業数

HELENA VIÑES FIESTAS
Global Head of Stewardship and Policy

お客様は私たちのエンゲージメントによって
恩恵を受けています。
企業の事業内容や、企業が
社会・環境面の課題や機会に
どのように対処しているかを
私たちが理解することによって、
投資意思決定のクオリティが向上するからです。

視点
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ヘレナ・ヴィニェス・フィエスタスは、
欧州委員会のサステナブル・ファイナンスに関する
テクニカル専門家グループ（TEG）のメンバー
TEGは約30人のメンバーで構成され、金融・経済界に加えて、非政府組織や学界か
ら幅広い人々が参加しています。
TEGの主な任務は、環境的に持続可能な経済活動のEUタクソノミー、EUグリーン
ボンド基準、資産運用会社やポートフォリオ・マネジャーが低炭素投資戦略のベンチ
マークとして利用する「低炭素」インデックス、気候関連の情報開示を改善する指標
の開発において委員会をサポートすることです。彼女はECエコラベル・ワーキング・
グループにも参加しています。

BNPP AMではどのような
スチュワードシップをカバーしているのか
説明してください。
スチュワードシップは、持続可能な資産運用会社
の活動において2つの面をカバーしています。第1
に、株主として私たちの権利を行使すること、およ
び企業の慣行と方針について私たちの見解を表
明するために議決権を行使することです。第2に、
投資先企業により良い環境・社会・ガバナンス
（ESG）慣行を取り入れることを促すために、企業
と直接話し合うことです。

BNPP AMのスチュワードシップ方針が
特別であるといえる点は何でしょうか？
私たちは、企業が持続可能な世界の実現に向け
て責任を果たしやすい規制環境を確保するため
に、政策当局と定期的にエンゲージメントを実施
している数少ない資産運用会社のひとつです。
また、サステナビリティが優先事項であることを反
映して議決権行使方針を改正した数少ない資産
運用会社のひとつでもあります。
例えば、私たちは気候変動に関して、議決権行使
方針と気候変動投資戦略を結び付けています。私
たちが投資先企業に炭素排出量データや気候戦
略の提供を求めたにもかかわらず提供されない
場合は、こうした企業の会計や取締役指名（米
国）を承認しないこととしています。こうした情報
がなければ、気候変動関連リスクを管理すること
はできません。

企業や公的機関にとって、どのような種類の
エンゲージメントが最も有効だと考えますか？
BNPP AMのアプローチは、お客様にとって
どのような恩恵がありますか？
経済セクターや多くの企業に影響を及ぼす長期
的な目標を達成するには、集団的なアプローチ
が適していると考えています。例えば、Climate 
Action 100＋は、世界最大クラスの温室効果ガス
排出企業に対して気候変動についての必要な措
置を実施させることに重点を置いた投資家イニシ
アチブです。私たちのエンゲージメントによってお
客様が恩恵を受ける理由は、企業の事業内容や、
企業が社会・環境面の課題や機会にどのように対
処しているかを私たちが理解することによって、投
資意思決定のクオリティ向上につながるからで
す。また、エンゲージメントによって企業はESGリ
スク管理を改善するようになり、将来のリスク特
性が向上します。私たちはこのアプローチをグ
ローバル・サステナビリティ戦略に定めています。
私たちの長期目標は、3つのテーマに重点を置い
ています。エネルギー（Energy）の転換、環境
（Environment）の持続可能性、平等（Equality）
と包摂的な成長、すなわち「3つのE」です。これら
のテーマは、より持続可能で包摂的な経済システ
ムに移行するために不可欠な条件であると私たち
は考えています。

サステナビリティ・レポート2018
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議決権行使

エンゲージメントと議決権行使：
所有者としての責務を果たす

コーポレート・ガバナンスのベスト・プラ
クティスを推進することは、所有者とし
て私たちが果たすべき重要な責務であ
ると考えます。コーポレート・ガバナンス
は、取締役会の機能、監督と統制メカ
ニズム、および利害関係者との関係に
関わるものです。優れたコーポレート・
ガバナンスは、利害関係者の長期的な
利益に沿った企業経営につながりま
す。したがって、私たちはすべての投資
先企業がコーポレート・ガバナンスのベ
スト・プラクティスを適用することを求
めており、こうした考えに基づいて年次
株主総会で議決権を行使しています。
このような所有者としての責任の重要
な要素が私たちの投資プロセスにおい
て不可欠な部分を形成し、企業との対
話も含まれます。

議決権行使では、1,464件の株主総会
のうち、

＞369件はすべての項目に賛成し、
＞1,095件（74.8%）では、少なくとも1
項目について反対または棄権しました。

議決権を行使した19,107件の決議案
のうち、18,603件は企業側が提出し、
504件は株主が提出したものでした。

企業側が提出した決議案（株主の決議
案を除く）のうち、

＞14,536件（議決権行使の78.1%）の
決議案に賛成しました
＞750件の決議案については棄権し、
3,317件の決議案に反対しました。
2018年の議決権行使の21.9%に相当
し、2017年は20.4%でした。

欧州で反対した決議案は、主に財務オ
ペレーションと役員報酬に関するもの
でした。

報酬に関する問題によって、北米では
反対の割合が高まりました。

日本では取締役の独立性の低さによっ
て反対の割合が高かったものの、毎年
一定の改善が見られます。

私たちは自ら率先して、または発行体の
求めに応じて企業と対話を行うことで
エンゲージメントを実施します。また、
ポートフォリオの主要保有銘柄に集中
的に取り組んでいます。

私たちの議決権に関連するエンゲージ
メントの目的は、以下の通りです。

＞優れたコーポレート・ガバナンスを推
進し、将来の株主総会の基礎を整える
ために、私たちの議決権行使方針を適
用します
＞議決権行使案について追加情報を取
得します
＞特定の決議案が私たちの議決権行
使方針に反する場合には懸念を表明
します

2018年、私たちは1,464件の株主総会
で議決権を行使しました。株主総会の開催
地は主に欧州と北米で、その割合は合計行
使件数の72%強でした。

私たちが議決権を行使した
株主総会の件数

件1,464
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議決権行使による
エンゲージメントの成功
私たちが懸念を示した事案を発行者が
撤回した場合に、私たちはエンゲージメ
ントが成功したとみなします。また、発
行体が決議案を修正した場合や、追加
情報の取得によって決議案に対する理
解が深まった場合は、議決権行使内容
を変更して事案に賛成することがあり
ます。

環境・社会面の開示の進展
優れた環境・社会・ガバナンス（ESG）
慣行を推進することは、私たちが所有
者として負う責任の一部です。企業がこ
うした基準を順守することによって、利
害関係者にとって最良の長期的利益に
沿った企業経営につながります。企業
評価のために信頼できるデータをその
企業から取得することが私たちの業界
にとって大きな課題となっており、基準
の順守は極めて重要であるといえます。

私たちは議決権行使方針にしたがっ
て、以下のいずれかに該当する場合、
（株主の承認を得るために提案された
決議案の種類に応じて）財務諸表、取
締役の解任・再任の承認に関する決議
案への議決権行使を棄権（棄権が有効
でない場合は市場で反対）します。

＞環境・社会に関する問題またはCO2
排出量について、企業が十分な情報を
提供しない場合
＞企業がグローバル・コンパクトの何ら
かの原則に違反するリスクがあるとみ
なされる場合

2018年に私たちはこれらのケースで29
件の議決権行使を棄権しました。

件
気候や国連グローバル・
コンパクトについての懸念から、
財務諸表に関する議決権行使を
棄権した数

発行体との
エンゲージメントの増加

エンゲージメント成功例の
着実な増加

サステナビリティ・レポート2018
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ガバナンス： 
独立した取締役と取締役会への
アクセス
取締役会の役割には経営陣の監督が
含まれます。取締役会は個別の委員会
（監査、報酬、指名）に属する独立した
取締役が過半数を占めていなければな
りません。独立した議長がいない場合
は、監視と均衡を維持するために独立
した取締役が必要です。

この取締役が抑止力として有効な機能
を果たすには、投資家と直接話せるな
どの特定の権限を持たなければなりま
せん。私たちの議決権行使方針は、この
目的を達成できるよう策定されており、
この目的を達成するために私たちは企
業と対話しています。

英国など一部の国では、投資家が取締
役会にアクセスするのが一般的慣行と
なっていますが、この慣行は大陸欧州
にも広がりつつあります。ドイツとフラン
スではガバナンス・コードによって推奨
されており、自らを選任した株主に対し
て取締役会が説明責任を負う点でも整
合的です。

私たちにとって取締役と接触すること
は、取締役会の機能、構成、事業承継計
画や役員報酬の方針といった重要な
テーマに関して懸念を示す機会となる
可能性があります。

2018年に私たちは以下の16社の取締
役と直接エンゲージメントを実施しまし
た： キャップジェミニ、BBVA、フィリップ
ス、ヴェオリア・エンバイロメント、オラン
ジュ、レクセル、ドイツ取引所、バイエル、
シュナイダーエレクトリック、サンタンデー
ル銀行、GEA、ヴァレオ、プリズミアン、
CRH、ユニリーバ、ダノン

アルストム
2018年に同社はガバナンスの複数の分野で大幅な改善を示し
ました。これには以下の透明性の向上が含まれます。
＞個々の取締役の出席回数
＞短期賞与に適用される財務基準の達成率
＞例外的賞与が与えられる可能性がないことを報酬方針で明
確化
＞未取得の長期賞与は自発的退職の場合は消滅し、解雇の場合
は比例配分されることを明確化

また、同社の慣行改善として、長期賞与の権利確定期間を最低3
年と定めました。現在は業績条件も3年間にわたって評価されて
います。これらのポジティブな変化は、すべて私たちの議決権行使
方針に沿ったものです。

英国など
一部の国では、

投資家が取締役会に
アクセスするのが

一般的慣行
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ガバナンスに関する
集団的行動
さまざまな市場グループの
一員として、私たちはガバナ
ンス問題に取り組んでいま
す。私たちは国際コーポ
レート・ガバナンス・ネット
ワーク（ICGN）および同
ネットワークの「株主の権
利」委員会、フランス資産運
用協会（AFG）の「コーポ
レート・ガバナンス」委員会、
ならびにオランダのEume-
dionの投資委員会のメン
バーです。社内の専門家は、
カンファレンスや市場討論
にも参加しています。私たち
はプロキシー・アドバイザー
と継続的な対話によるエン
ゲージメントを実施し、議決
権行使ガイドラインを改
善・更新したり、株主総会に
先立って議決権行使の意
思を通知することで、発行
体との間接的な対話を維
持しています。

2018年に議決権行使とガバナンスについてのエンゲージメントを実施した発行体
アコー（仏）/アディダス（独）/パリ空港（仏）/アホールド・デレーズ（ベルギー）/AIBグループ（英
国）/エア・リキード（仏）/エアバス（蘭）/アルストム（仏）/Alten（仏）/アルトラン（仏）/アルセロー
ル・ミタル（ルクセンブルク）/アルケマ（仏）/ゼネラリ保険（伊）/アトス（仏）/アクサ（仏）/サンタン
デール銀行（西）/バイエル（独）/BBVA（西）/BMW（独）/BNPパリバ（仏）/ブイグ（仏）/キャップ
ジェミニ（仏）/カルフール（仏）/クリニジェン・グループ（英国）/プラスチックオムニウム（仏）/クレ
ディ・アグリコル（仏）/CRH（アイルランド）/CyberArk Software Ltd.（イスラエル）/ダノン
（仏）/ダッソー・システムズ（仏）/ドイツ銀行（独）/ドイツ取引所（独）/Dia（西）/DSM（蘭）/エデン
レッド（仏）/エファージュ（仏）/イーライリリー（米国）/エリオール（仏）/エナガス（西）/エンジー
（仏）/ENI（伊）/エシロール・ルックスオティカ（仏）/ユーテルサット・コミュニケーションズ（仏）/
フォルシア（仏）/フナック・ダルティ（仏）/Foncière des Régions（仏）/フリーネット（独）/フ
レゼニウス・メディカル・ケア（独）/フレゼニウス（独）/GEA（独）/ジェシナ（仏）/ゲーレスハイム
（独）/エルメス・インターナショナル（仏）/Hibernia REIT（アイルランド）/イスパニア・アクティ
ボス・インモビリアリオス（西）/イベルドローラ（西）/イカド（仏）/ING（蘭）/インジェニコ（仏）/イ
ンマルサット（英国）/インテーザ・サンパオロ（伊）/アイリッシュコンチネンタルグループ（アイルラ
ンド）/ケリング（仏）/Kingspan（アイルランド）/クレピエール（仏）/コリアン（仏）/ラガルデール
（仏）/LAR Espana（西）/LEGイモビリエン（独）/ルグラン（仏）/Logitech International
（スイス）/ロレアル（仏）/LVMH（仏）/メルシアリス（仏）/マーリン・プロパティーズ（西）/ミシュラ
ン（仏）/モンサント（米国）/ナショナル・エクスプレス・グループ（英国）/ナティクシス（仏）/ネクサ
ンス（仏）/OPAP（ギリシャ）/オランジュ（仏）/プジョー（仏）/フィリップス（蘭）/プリズミアン（伊）/
ピュブリシス（仏）/レッド・エレクトリカ（西）/ルノー（仏）/レプソル（西）/Rexel（仏）/RWE（独）/
セーフストア・ホールディングス（英国）/サンゴバン（仏）/サノフィ（仏）/SAP（独）/シュナイダー
（仏）/スコール（仏）/シャイアー（英国）/シーメンス（独）/シーカ（スイス）/スミス・グループ（英国）/
ソシエテ・ジェネラル（仏）/ソデクソ（仏）/ソルベイ（ベルギー）/スタンダードチャータード（英国）
/STマイクロエレクトロニクス（蘭）/テレフォニカ（西）/テレパフォーマンス（仏）/テルナ（伊）/タ
レス（仏）/トタル（仏）/Total Produce（アイルランド）/ウニベイル・ロダムコ（仏）/ウニクレディト
（伊）/ユニリーバ（蘭）/ヴァレオ（仏）/ヴェオリア・エンバイロメント（仏）/ヴァンシ（仏）/ビベン
ディ（仏）/ワールドライン（仏）/エクシオール・スチューデント・ハウジング（ベルギー）

私たちの議決権行使方針と2018年議決権レポートの全文については、www.bnpparibas-am.comをご覧ください。

サステナビリティ・レポート2018
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BNPP AMは、気候問題に協力する欧
州投資家のグループである「気候変動
に関する機関投資家グループ」（IIGC-
C）のメンバーです。IIGCCの役割は、
企業、政策当局、投資家と協力し、低
炭素社会への移行に必要な資金調達
のために資本を集めることです。

IIGCCエンタープライズ・
プログラムのメンバー
IIGCCエンタープライズ・プログラムは、
世界の気温上昇幅を産業革命前より
2℃を十分下回る水準に抑えるというパ
リ気候協定の目標に対して、企業戦略
が整合的である度合いを判断するため
に設立されました。このワーキング・グ
ループは、気候変動に大きな影響を及
ぼすセクター企業にフォーカスし、建設
的で有効な対話を行うことを目指して
います。

BNPP AMは、投資先企業の ESG
パフォーマンス評価や、他のIIGCCメン
バーとの共同エンゲージメント・プロセ
スの一環として、自動車メーカーや欧州
の石油会社、電力会社、鉱山会社との定
期的な対話を数年にわたって実施して
きました。私たちは、これらのセクター企
業が気候変動に関する課題を十分に理
解し、課題解決に向けて積極的に協力
することを目指しています。私たちは、企
業がこうした課題をガバナンスや事業
戦略に取り入れる手法や、低炭素でより
サステナブルなエネルギー・システムへ
の移行に伴うリスクや機会を管理する
能力に注目しています。私たちはガバナ
ンス、事業戦略、排出量管理、公共政
策、透明性および利害関係者情報の分
野で、推奨される取り組みの策定に貢
献してきました。こうした取り組みは、排

欧州では、
温室効果ガス排出量が
多い企業は
気候問題が
優先事項で
あることを認識

出量が多いセクター企業や、気候問題
について議論したいと考える投資家を
対象としています。

Climate Action 100＋への
エンゲージメント
2017年12月の気候変動サミットにお
いて、IIGCCは他のグローバル投資家グ
ループとともに、Climate Action 100＋
という共同エンゲージメント・イニシアチ
ブを設立しました。このイニシアチブは、
温室効果ガス排出量が世界上位100
位に入る企業との対話によって、実際に
行動をとるというコミットメントを得るこ
とを目的としています。私たちは、これら
の企業がバリューチェーンすべてに関し
て温室効果ガス排出量を削減すること、
気候問題が業務のあらゆる局面で考慮
されるように企業のガバナンス組織が
適切に監督すること、および気候関連財
務情報開示タスクフォースの推奨にし
たがって気候問題の影響を開示する
際、財務情報の完全な透明性を確保す
ることを求めています。

このイニシアチブには世界中から300超
の投資家が集まり、運用資産総額は32
兆ドル超にもなります。BNPP AMは特
に積極的に活動しており、イニシアチブ
の対象とする7社の欧州企業および2社
のアジア企業とClimate Action 100＋
の対話を主導または共同で主導してい

ます。また、私たちは欧州と米国におい
て、このイニシアチブが対象とする多くの
企業との対話に取り組む投資家を支援
しています。

効果を発揮している対話
近年、私たちと企業との対話の水準と品
質には変化が見られます。今や企業の取
締役は、気候変動と闘うためのアプロー
チについて議論する必要性をより受け入
れるようになっています。欧州では、あら
ゆる企業が気候変動対策の緊急性を認
識しており、パリ協定で定められた目標
に事業戦略を整合させるという方針を明
確にしています。こうした企業は、自社の
事業活動による気候への影響を軽減す
るよう取り組んでおり、企業による報告の
透明性も改善しています。

気候

エンゲージメント・アプローチの
中心となる柱
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レプソル
BNPP AMは近年、石油セクターのESG分析のために単独で、
ならびにIIGCCのメンバーおよびClimate Action 100＋イニシ
アチブの一環として集団で、レプソルと継続的な対話を続けてい
ます。同社は私たちの期待に沿った対応を取っており、すべての
新規投資について社内の炭素価格を設定しました。価格は
2018年の25米ドルt/CO2から2025年には40米ドルt/CO2に
上昇するとみられます。これにより、炭素集約度が特に低い投資
の魅力度が高まり、排出量が大きい投資は不利になるか、競争力
を失います。レプソルは探査・生産事業において、2017年から
2025年にかけてメタン排出量を25%削減し、定期的なフレアを
2025年までに50%削減し、2030年には完全になくすよう取り
組んでいます。同社は昨年、エネルギー供給1単位当たりの炭素
集約度について、2040年までに2016年比で40%削減し、
2020年の削減目標を3%とする計画を発表しました。2018年
にはGas Naturalの非操業持分を売却して、Viesgoの低炭素
資産とガス・電力小売り事業を買収しました。これは発電と小売
りを手掛ける事業者になるというレプソルの戦略目標に向けたス
テップです。同社は2025年までに低排出の設備容量を4.5GW
とすることを目指しています。買収によって、レプソルは設備容量
と顧客数の面でスペイン第5位の電力会社となりました。同社が
自社事業をパリ協定の気候目標（気温上昇幅が産業革命前より
2℃を十分に下回ることを目指す）と整合させるためには、こうし
たモメンタムに基づいて今後数年にわたって取り組む必要があり
ます。

IIGCCエンタープライズ・
プログラムのメンバー
IIGCCエンタープライズ・プログラムは、
世界の気温上昇幅を産業革命前より
2℃を十分下回る水準に抑えるというパ
リ気候協定の目標に対して、企業戦略
が整合的である度合いを判断するため
に設立されました。このワーキング・グ
ループは、気候変動に大きな影響を及
ぼすセクター企業にフォーカスし、建設
的で有効な対話を行うことを目指して
います。

BNPP AMは、投資先企業の ESG
パフォーマンス評価や、他のIIGCCメン
バーとの共同エンゲージメント・プロセ
スの一環として、自動車メーカーや欧州
の石油会社、電力会社、鉱山会社との定
期的な対話を数年にわたって実施して
きました。私たちは、これらのセクター企
業が気候変動に関する課題を十分に理
解し、課題解決に向けて積極的に協力
することを目指しています。私たちは、企
業がこうした課題をガバナンスや事業
戦略に取り入れる手法や、低炭素でより
サステナブルなエネルギー・システムへ
の移行に伴うリスクや機会を管理する
能力に注目しています。私たちはガバナ
ンス、事業戦略、排出量管理、公共政
策、透明性および利害関係者情報の分
野で、推奨される取り組みの策定に貢
献してきました。こうした取り組みは、排

出量が多いセクター企業や、気候問題
について議論したいと考える投資家を
対象としています。

Climate Action 100＋への
エンゲージメント
2017年12月の気候変動サミットにお
いて、IIGCCは他のグローバル投資家グ
ループとともに、Climate Action 100＋
という共同エンゲージメント・イニシアチ
ブを設立しました。このイニシアチブは、
温室効果ガス排出量が世界上位100
位に入る企業との対話によって、実際に
行動をとるというコミットメントを得るこ
とを目的としています。私たちは、これら
の企業がバリューチェーンすべてに関し
て温室効果ガス排出量を削減すること、
気候問題が業務のあらゆる局面で考慮
されるように企業のガバナンス組織が
適切に監督すること、および気候関連財
務情報開示タスクフォースの推奨にし
たがって気候問題の影響を開示する
際、財務情報の完全な透明性を確保す
ることを求めています。

このイニシアチブには世界中から300超
の投資家が集まり、運用資産総額は32
兆ドル超にもなります。BNPP AMは特
に積極的に活動しており、イニシアチブ
の対象とする7社の欧州企業および2社
のアジア企業とClimate Action 100＋
の対話を主導または共同で主導してい

ます。また、私たちは欧州と米国におい
て、このイニシアチブが対象とする多くの
企業との対話に取り組む投資家を支援
しています。

効果を発揮している対話
近年、私たちと企業との対話の水準と品
質には変化が見られます。今や企業の取
締役は、気候変動と闘うためのアプロー
チについて議論する必要性をより受け入
れるようになっています。欧州では、あら
ゆる企業が気候変動対策の緊急性を認
識しており、パリ協定で定められた目標
に事業戦略を整合させるという方針を明
確にしています。こうした企業は、自社の
事業活動による気候への影響を軽減す
るよう取り組んでおり、企業による報告の
透明性も改善しています。

サステナビリティ・レポート2018
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輸送セクターにフォーカス
BNPP AMでは、輸送セクター（あらゆる輸送形
態を含む）とのグローバルなエンゲージメントの
枠組みにおいて、2050年までに年間排出ガスを
7.7Gtから2.2Gtに削減するとの目標を定めてい
ます。これは同年までに輸送セクターが残余排出
量を相殺して「ネット排出量ゼロ」経済を目指して
いることを受けたものです。この目標は新たなモビ
リティ・エコシステムから大衆市場向け技術開発
に至るまで、グローバルなシステム転換への道を
切り開くと期待されます。エンゲージメントのロー
ドマップは、ASI（Avoid=回避/Shift=移行
/Improve=改善）アプローチという3つの要素に
基づいています。すなわち、不必要な行程を回避
し、より持続可能な輸送形態へと移行し、特にエ
ンジンと燃料の環境パフォーマンスを改善するこ
とです。

人口増加によって、市や町が温室効果ガス排出削
減戦略の中心になるとみられます。都市輸送は気
候変動との闘いにおいて極めて重要です。都市旅
行者は、きれいな空気、騒音・汚染がないこと、快
適さを求める傾向を強めており、これらを気候変
動よりも上位に位置付けています。こうした要求に
応えるため、低炭素のクリーンなモビリティ・モデ
ルやクリーンな配送ソリューションが必要です。

エンゲージメント・ロードマップは、微粒子、窒素
酸化物、ばい煙の排出量削減によって健康への影
響を緩和しながら、気候変動の影響を優先してい
ます。

どちらの課題も、輸送セクター、とりわけ自動車業
界の企業とのエンゲージメントを通じて対処する
必要があります。

気候変動との
闘いにおいて
都市交通は
極めて重要

BNPP AMとフランス公務員退職年金基金（ERAFP）
は、プジョーとのエンゲージメントを共同で実施してい
ます。

プジョーは、私たちが提案した投資家連合との対話に
よるエンゲージメントを受け入れました。自動車会社で
ある同社は、自社のロードマップと比較するため、気候
変動問題に関して私たちが求めるものを理解しようと
していました。私たちはプジョーが、NOx（窒素酸化物）
排出量、NOxおよびCO2（二酸化炭素）に影響する実走
行の運転条件、排気管からの排出など、イノベーション
と透明性の分野における先駆者であり続けていると考
えます。対話においては、実走行での燃料消費やCO2お
よび汚染物質（NOxと微粒子）の排出について、グループ
による実際の対応に重点を置きました。2017年以降、
PSA、Transport & Environment（T&E）、France 
Nature Environnement（FNE）、認証機関のBureau 
Veritasは、実走行の排出量を測定するためのテスト・
プロトコルの結果を公表してきました。私たちは、自動
車の利用が気候変動と健康に及ぼす影響についての透
明性を確保するため、このイニシアチブが極めて重要で
あると考えています。

これらのデータは、自動車の燃料効率のパフォーマンス
が改善しているという自動車会社の主張に知見をもた
らしてくれます。また、最大級の自動車製造市場をもつ
国々によって策定された燃料節約規制の草案が、十分
な内容であるかを分析する際にも有効です。

プジョー 私たちが知る限り、プジョーは実走行の運転条件にお
ける排出量を開示している唯一の自動車会社です。これ
は自動車業界が与える影響について一般的認知度を高
める上で極めて重要であると私たちは考えます。した
がって、私たちはCO2とNOxの排出量に関する透明性
要件がClimate Action 100＋への正式なエンゲージ
メントの枠組みの一部となるように自動車セクターの
他の企業と協力しています。
その他の具体的な取り組みとして、新エネルギー車と低
排出ガス車があげられます。自動車会社は、技術の移
行、充電式ハイブリッド、電池自動車、燃料電池、持続可
能な合成燃料の利用を模索しています。
プジョーはエネルギー効率の高いICE（内燃エンジン）
モデルへの投資を続けています。同社は燃料電池を含
むあらゆる選択肢を模索していたため、エンゲージメン
トの時点では100%電気自動車またはハイブリッド車
を目指すとの目標を公表していませんでした。さらに、同
社は市などのすべての利害関係者を巻き込み、ASIアプ
ローチに基づくサステナブル・モビリティを検証・定義
することを望んでいます。
エンゲージメントの対話においては、投資家として、ガソ
リン自動車とディーゼル自動車が依然として最も一般
的な種類のエンジンであることを認識することが大切
です。自動車セクターが低炭素輸送という目標を達成す
るには、自社の生産設備を抜本的に改革しなければな
りません。同セクター・グループは、こうした変化が政治
的・社会的に受け入れられるための取り組みを実行す
る必要があります。
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BNPP AMとフランス公務員退職年金基金（ERAFP）
は、プジョーとのエンゲージメントを共同で実施してい
ます。

プジョーは、私たちが提案した投資家連合との対話に
よるエンゲージメントを受け入れました。自動車会社で
ある同社は、自社のロードマップと比較するため、気候
変動問題に関して私たちが求めるものを理解しようと
していました。私たちはプジョーが、NOx（窒素酸化物）
排出量、NOxおよびCO2（二酸化炭素）に影響する実走
行の運転条件、排気管からの排出など、イノベーション
と透明性の分野における先駆者であり続けていると考
えます。対話においては、実走行での燃料消費やCO2お
よび汚染物質（NOxと微粒子）の排出について、グループ
による実際の対応に重点を置きました。2017年以降、
PSA、Transport & Environment（T&E）、France 
Nature Environnement（FNE）、認証機関のBureau 
Veritasは、実走行の排出量を測定するためのテスト・
プロトコルの結果を公表してきました。私たちは、自動
車の利用が気候変動と健康に及ぼす影響についての透
明性を確保するため、このイニシアチブが極めて重要で
あると考えています。

これらのデータは、自動車の燃料効率のパフォーマンス
が改善しているという自動車会社の主張に知見をもた
らしてくれます。また、最大級の自動車製造市場をもつ
国々によって策定された燃料節約規制の草案が、十分
な内容であるかを分析する際にも有効です。

私たちが知る限り、プジョーは実走行の運転条件にお
ける排出量を開示している唯一の自動車会社です。これ
は自動車業界が与える影響について一般的認知度を高
める上で極めて重要であると私たちは考えます。した
がって、私たちはCO2とNOxの排出量に関する透明性
要件がClimate Action 100＋への正式なエンゲージ
メントの枠組みの一部となるように自動車セクターの
他の企業と協力しています。
その他の具体的な取り組みとして、新エネルギー車と低
排出ガス車があげられます。自動車会社は、技術の移
行、充電式ハイブリッド、電池自動車、燃料電池、持続可
能な合成燃料の利用を模索しています。
プジョーはエネルギー効率の高いICE（内燃エンジン）
モデルへの投資を続けています。同社は燃料電池を含
むあらゆる選択肢を模索していたため、エンゲージメン
トの時点では100%電気自動車またはハイブリッド車
を目指すとの目標を公表していませんでした。さらに、同
社は市などのすべての利害関係者を巻き込み、ASIアプ
ローチに基づくサステナブル・モビリティを検証・定義
することを望んでいます。
エンゲージメントの対話においては、投資家として、ガソ
リン自動車とディーゼル自動車が依然として最も一般
的な種類のエンジンであることを認識することが大切
です。自動車セクターが低炭素輸送という目標を達成す
るには、自社の生産設備を抜本的に改革しなければな
りません。同セクター・グループは、こうした変化が政治
的・社会的に受け入れられるための取り組みを実行す
る必要があります。

トタル
BNPP AMは、石油セクターのESG分析のた
めに単独で、またIIGCCのメンバーとして集
団で、トタルとの継続的な対話を長年にわ
たって続けてきました。私たちはClimate 
Action 100＋により、同社と対話を実施する
責任があります。

2015年以降、取り組みは大きく前進してい
ます。2018/2019年、トタルは自らの気候シ
ナリオを公表し、財務情報開示タスクフォー
スの推奨に沿った報告に着手しました。世界
的に急増している強力な温室効果ガスである
メタンの排出量について、同社は透明性を改
善するために取り組んでいます。また、バ
リューチェーン全体が気候変動に及ぼす影
響をより理解するため、同社は販売した製品
の炭素集約度に関する指標を導入しました。

トタルは2015年から2030年にかけて炭素
集約度を15%削減するほか、事業ポートフォ
リオにおける低炭素事業の割合を20年以内
に20%まで引き上げる計画です。また、同社
は役員報酬の変動部分の最大10%を、温室
効果ガスの直接・間接排出量（スコープ1およ
び2）に関する目標達成率に連動させると発
表しました。

私たちの対話は現在、気候問題を中心とした
ロビー活動の透明性や、トタルの長期目標の
実行へとシフトしています。

サステナビリティ・レポート2018
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BASF
2018年以降、私たちはBASFと単独でエンゲージメントを実施
し、同社の自然資本戦略のストレステストに取り組んできました。
以前のBASFとの対話は、大部分が同社の気候および水戦略に
関するものでした。私たちは森林への依存度や生物多様性への
影響など、目に見えにくい問題に対するエンゲージメントを継続
しています。
私たちは、BASFの自然資本への依存度や同社のプロセスと製
品が及ぼす影響について、理解を深めたいと考えています。
BASFは、化学セクターで自然資本に関する情報開示の透明性
が最高水準にある企業といえます。しかし、同社の規模を踏まえ
ると、BASFは取り組みをもっと強化できると考えています。対話
の中で私たちは、バイエルの資産を買収したことによって有害な
可能性がある製品へのエクスポージャーが生じていることを指
摘し、生物多様性を保護するための取り組みが不十分であること
を明らかにしました。

環境の持続可能性

地球を守るために
自然資本の価値を高める

自然資本は、人々に恩恵をもたらす再
生可能資源や再生不能資源（例：植
物、動物、空気、水、土、鉱物）のストッ
クを表す新しい用語です。私たちは自
然資本の価値を高め、その保全を強化
するために、すべての利害関係者とエン
ゲージメントを実施します。
私たちはエンゲージメント手法の一環と
して、さまざまなセクター企業に対して、
自然資本への影響と自然資本への依存
度を開示することを奨励しています。
こうした企業は、生態系サービスの喪
失や大気汚染・土壌悪化など負の外
部性に対して、対価を支払わなければ
ならないのかもしれません。その他に
考慮すべきことは、財務リスクと環境
規制の厳格化です。私たちは情報提
供と自然資本管理の向上のために企
業と対話することも計画しています。
BNPP AMはこの種のリスク分析を強
化する方針で、2017年にはNatural 
Capital Coalitionのデータを活用し
て、ポートフォリオの自然資本評価を
開始しました。
2017年、私たちは8社の小売り企業、15
社の金融機関、11社の素材企業と自然資
本についての対話を実施しました。引き続
き2018年は、4社の化学企業、3社の採
鉱企業、9社の金融機関と対話を実施しま
した。

自然資本の価値を高め、
その保全を強化するために、

すべての利害関係者と
エンゲージメントを

実施します
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環境の持続可能性

森林破壊との闘い

BNPP AMは畜産と大豆栽培による森
林破壊に対して、環境に責任を持つ経
済のための連合（CERES）や責任投資
原則（PRI）と協働し、消費者セクター
企業とのエンゲージメントに投資家と
して積極的に取り組んでいます。PRI
とCERESによる投資家ワーキング・
グループでは、森林破壊や気候変動に
つながる可能性があるため、これら2つ
に密接に関連するバリューチェーン企
業に対して、慣行を変えるよう求めてい
ます。

2018年8月、BNPP AMはブラジルの
セラード地域での農産物生産に関連し
た森林破壊を食い止め、優れたガバナ
ンスと土地計画方針の枠組みにおいて
その貴重な生態系を守るため、業界、
生産者、政府、市民団体と協力すること
を目的として、セラード・マニフェストに
署名しました。

BNPP AMはPRI投資家ワーキング・グ
ループのメンバーとして、フランスの小
売りチェーンとこの問題に関して2度の
対話を実施しました。

新プラスチック経済グローバル・コミットメントを支持
BNPP AMはプラスチック廃棄物を根本から撲滅するため、新プラスチック
経済グローバル・コミットメントに署名しました。このイニシアチブはエレ
ン・マッカーサー財団と国連によって2018年10月29日に設立され、15の
金融機関を含む250の組織が署名しました。私たちのESGアプローチやリ
サーチ活動と整合的で、プラスチック汚染防止における3つの主要目標で
ある「除去／革新／循環」を目指しています。

BNPP AMはスーパーマーケットや飲料メーカーなど、最も悪影響を受け
るセクター企業のプラスチック戦略を分析しました。結果として、企業のプ
ラスチック依存度に関する情報開示の透明性は、現在の課題に対して不十
分であることが明らかになりました。BNPP AMはPRIプラスチック投資家
ワーキング・グループのメンバーでもあり、企業のプラスチック使用に関す
る情報開示の透明性向上を求めるとともに、それに関連する株主決議案を
支持しています。

BNPP AMは
セラード・マニフェストに

署名

サステナビリティ・レポート2018
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平等と包摂的な成長

「栄養へのアクセス指数」に沿った
農業食品セクターとの
対話への取り組み

栄養不足と肥満は深刻な公衆衛生問題です。世界保健機関（WHO）に
よって、肥満は世界中に蔓延する病気と認識されています。また、世界中
で23億人が栄養不足であると推定されます。私たちがメンバーとなって
いる「栄養へのアクセス指数（ATNI）」では、農業食品業界や飲料業界が
これらの問題に対処する役割を果たすことができると考えています。

最初のATNIは2013年に公表されました。この指数は、世界の大手食
品・飲料会社22社を評価し、良質な栄養を提供する貢献度によってラン
ク付けをすることを目標としています。

BNPP AMは、主要パートナーとしてダノンやグルポ・ビンボ、共同主要
パートナーとしてネスレやユニリーバと対話を実施しています。

グルポ・ビンボ
グルポ・ビンボはマニフェストを改定して
ATNI2016の結論を受け入れました。例え
ば、同社は全商品をカバーするために栄養プ
ロファイリング・システム（NPS）を修正し、商
品の栄養価を2020年までに改善する目標を
設定しました。同社は特に高齢者の栄養不足
に注目しているほか、規制が緩い国を中心に
子供向け商品を自社のマニフェストに準拠さ
せることに取り組んでいます。

ダノン
2018年にダノンはATNIのランキン
グで10点満点中4.9点から6.3点
に上昇し、ATNI2016から大幅な
改善を達成しました。また、ダノンは
人工ミルク・マーケティングのサブ
ランキングや全消費者向けマーケ
ティングでも上位に入っています。

食品や健康に貢献することが、
ダノンの「One Planet. One 
Health」ビジョンや2030年
目標の中心となっていますが、
これは国連の持続可能な開発目
標に沿ったものです。私たちは
ATNIのランキング、結論、推奨に
対して十分に注意を払い、取締
役会で共有するとともに、健康や
栄養に関する事業戦略について
の私たちの考えや意思決定を情
報発信しています。

NICOLAS GAUSSERES
Chief Alimentation Science Officer
Danone
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平等と包摂的な成長

取締役会に
より多くの女性を

効果的な管理・監督のためには、企業の取締役会
は相当数の適格で意欲的な独立した取締役によっ
て構成され、十分なバランスと多様性を維持しなけ
ればなりません。優れたガバナンスとして性別の多
様性は重要な要素であり、私たちは取締役会に女
性を選任することを奨励しています。

私たちは議決権行使方針を変更し、現在は取締役
会に女性が1人もいない場合は全取締役の選任に
反対しています。2020年以降、米国と欧州では取
締役会に最低でも30%の女性が選任されることを
求めています。この基準を満たさない場合、私たち
はすべての男性取締役の選任に反対票を投じます。

私たちは議決権行使方針を変更し、
現在は取締役会に
女性が1人もいない場合は
全取締役の選任に
反対しています。

サステナビリティ・レポート2018
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支援活動

持続可能な開発に関する
公共政策の推進を支援

サステナビリティ目標の推進、金融シス
テムの弾力性の強化、システミック・リス
クの軽減のため、BNPP AMは公共政
策への長期的なコミットメントを実施し
ています。カーボン・ニュートラルな経済
への移行を加速し、投資家のために持
続可能なリターンや価値を生み出すイ
ンセンティブを企業に与える上で、公共
政策は極めて重要な役割を果たすこと
ができます。公共政策はカーボン・
ニュートラルな経済への移行に向けた
資金調達ニーズに応え、それによって金
融市場や社会・環境・経済システムの持
続を支援することができます。私たちは
企業の情報開示や気候政策、コーポ
レート・ガバナンスに特にフォーカスし
ながら、長年にわたって政策当局と建設
的かつ効果的なエンゲージメントを
行ってきました。

2006年、私たちは国連が支援する責
任投資原則（PRI）の当初署名機関と
なりました。PRIの6つの原則には「活
動的な所有者になり、所有方針と所有
慣習にESG問題を組み入れます」とい
うコミットメントが含まれ、「政策、規
制、（株主の権利の推進・保護等のよう
な）基準の策定に参加する」ことが支
援活動として考えられます。
公共政策へのエンゲージメントは顧客
に対する受託者責任を果たすために不
可欠であり、より持続可能な成果をあ
げることにコミットする資産運用会社
として信頼を得るために重要な要素で
あると私たちは考えています。

私たちの公共政策に対するここ1年の
取り組みは、サステナブル・ファイナン
スという課題と気候変動へのさらなる
行動の推進にフォーカスしてきました。
私たちは各国政府の政府首脳陣に至
るまで、低炭素社会への移行に強くコ
ミットする政治環境を構築し、そうした
コミットメントが気候変動科学、リス
ク、投資機会をよく理解した上で実施
さることを求めています。また、投資家
のリスクを最小限にとどめるような安
定的で透明性のある規制の枠組みを
構築することも求めています。それには
次のような形態が必要です。
- 長期の契約を可能とすることで、変化
の影響をなるべく受けずに、予測可能
で長期的な収益を獲得
- 長期的なエネルギー計画を構成する
要素としての低炭素技術と市場

私たちは
各国政府に対して、
低炭素社会への移行に
強くコミットする
政治環境の構築を
求めています。

- 政策の遡及変更に対して明確に拒絶
- これらすべてをパリ協定の目標に整合
的な長期的戦略に組み入れる
- 炭素税あるいは炭素市場を通じた形
態かを問わず、一般的な枠組みとして
カーボンプライシングを支持

私たちは欧州で、サステナブル・ファイ
ナンスに関する欧州委員会のアクショ
ン・プランの実行を積極的に支援して
います。私たちは欧州委員会や欧州証
券市場監督機構（ESMA）などの規制
当局や監督機関によるEUロードマップ
に含まれる政策措置に関する協議に
参加するとともに、以下の点を特に主
張してきました。
＞サステナビリティ・リスクを包括的
に理解すること。サステナビリティ・リ
スクには、ESGを考慮することで生じる
投資パフォーマンスへの直接的なリス
クだけでなく、特に気候変動などのシス
テミック・リスクも含まれ、持続的な経
済成長を達成するためのシステムに影
響が及んだり、それによって投資リスク
が高まり、金融市場参加者が長期にわ
たって持続的なリターンを獲得できな
くなる恐れが生じます。これは特に、気
候変動や資源不足に当てはまります。
短期的に見れば、一部のリスクは投資
パフォーマンスへの直接的なリスクと
いうよりも、システミック・リスクと認識
されるかもしれませんが、実際に長期
的に見れば、投資パフォーマンスその
ものに直接的な影響を与える可能性
があります。

＞強制的な企業情報開示を増やすこ
と。特に、EUの非財務開示指令
（NFRD）に含まれる気候関連の開示
ガイドラインは強制にすべきと考えま
す。私たちは、気候関連財務情報開示
タスクフォースの推奨をG20諸国が支
持することを主張しています。
＞国連の「ビジネスと人権に関する指
導原則」や「世界人権宣言」を、社会的
最低基準および遷移活動の一環とし
て、EUタクソノミーの条文に組み入れ
ること。
＞ESGに関する検討事項を適合性テ
ストに詳細に組み入れること。適合性
テストは、欧州の小売り市場がより持
続可能な投資対象に変化する上で大
きな影響を及ぼすと見られます。ESG
への選好を表明する顧客に対しては、
ESG関連商品のみが提供されるべき
と私たちは考えます。
＞投資ファンドに対して、国ごとのラベ
ルを増やすのではなく、一体的な欧州
のラベルを使用すること。私たちは、機
関投資家向けに提唱された枠組みに
基づく「ESG統合」ラベルを主張してい
ます。
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2011年
● フランス社会投資フォーラム（FIR）

2014年
● 国連食糧農業機関（FAO）/
経済協力開発機構（OECD） ― 
農業ワーキング・グループのガイドライン
● 企業責任を求める宗派間センター
（ICCR） ― バングラデシュに関する
投資家の声明

2015年
● OECD ― 平和構築に関する国際協議

2016年
● フランス資産運用協会（AFG）
● 国際コーポレート・ガバナンス・
ネットワーク（ICGN）
● 国際資本市場協会（ICMA） ―
グリーンボンド原則
● 気候変動に関する機関投資家
グループ（IIGCC） ― 気候に関する
情報開示
● 責任投資原則（PRI）/国連環境計画
金融イニシアチブ（UNEP FI）/
Generation Foundation ― 投資家の
責任と義務に関する国際的声明

2017年
● 気候債券イニシアチブ（CBI） ―
グリーンボンドと気候ボンド
● Climate Action 100＋
● IIGCC ― コーポレートプログラム ―
自動車に関する共同エンゲージメント
紛争鉱物規制（ドッド・フランク法
第1502条）に関する投資家グループ声明

2006年、私たちは国連が支援する責
任投資原則（PRI）の当初署名機関と
なりました。PRIの6つの原則には「活
動的な所有者になり、所有方針と所有
慣習にESG問題を組み入れます」とい
うコミットメントが含まれ、「政策、規
制、（株主の権利の推進・保護等のよう
な）基準の策定に参加する」ことが支
援活動として考えられます。
公共政策へのエンゲージメントは顧客
に対する受託者責任を果たすために不
可欠であり、より持続可能な成果をあ
げることにコミットする資産運用会社
として信頼を得るために重要な要素で
あると私たちは考えています。

私たちの公共政策に対するここ1年の
取り組みは、サステナブル・ファイナン
スという課題と気候変動へのさらなる
行動の推進にフォーカスしてきました。
私たちは各国政府の政府首脳陣に至
るまで、低炭素社会への移行に強くコ
ミットする政治環境を構築し、そうした
コミットメントが気候変動科学、リス
ク、投資機会をよく理解した上で実施
さることを求めています。また、投資家
のリスクを最小限にとどめるような安
定的で透明性のある規制の枠組みを
構築することも求めています。それには
次のような形態が必要です。
- 長期の契約を可能とすることで、変化
の影響をなるべく受けずに、予測可能
で長期的な収益を獲得
- 長期的なエネルギー計画を構成する
要素としての低炭素技術と市場

- 政策の遡及変更に対して明確に拒絶
- これらすべてをパリ協定の目標に整合
的な長期的戦略に組み入れる
- 炭素税あるいは炭素市場を通じた形
態かを問わず、一般的な枠組みとして
カーボンプライシングを支持

私たちは欧州で、サステナブル・ファイ
ナンスに関する欧州委員会のアクショ
ン・プランの実行を積極的に支援して
います。私たちは欧州委員会や欧州証
券市場監督機構（ESMA）などの規制
当局や監督機関によるEUロードマップ
に含まれる政策措置に関する協議に
参加するとともに、以下の点を特に主
張してきました。
＞サステナビリティ・リスクを包括的
に理解すること。サステナビリティ・リ
スクには、ESGを考慮することで生じる
投資パフォーマンスへの直接的なリス
クだけでなく、特に気候変動などのシス
テミック・リスクも含まれ、持続的な経
済成長を達成するためのシステムに影
響が及んだり、それによって投資リスク
が高まり、金融市場参加者が長期にわ
たって持続的なリターンを獲得できな
くなる恐れが生じます。これは特に、気
候変動や資源不足に当てはまります。
短期的に見れば、一部のリスクは投資
パフォーマンスへの直接的なリスクと
いうよりも、システミック・リスクと認識
されるかもしれませんが、実際に長期
的に見れば、投資パフォーマンスその
ものに直接的な影響を与える可能性
があります。

＞強制的な企業情報開示を増やすこ
と。特に、EUの非財務開示指令
（NFRD）に含まれる気候関連の開示
ガイドラインは強制にすべきと考えま
す。私たちは、気候関連財務情報開示
タスクフォースの推奨をG20諸国が支
持することを主張しています。
＞国連の「ビジネスと人権に関する指
導原則」や「世界人権宣言」を、社会的
最低基準および遷移活動の一環とし
て、EUタクソノミーの条文に組み入れ
ること。
＞ESGに関する検討事項を適合性テ
ストに詳細に組み入れること。適合性
テストは、欧州の小売り市場がより持
続可能な投資対象に変化する上で大
きな影響を及ぼすと見られます。ESG
への選好を表明する顧客に対しては、
ESG関連商品のみが提供されるべき
と私たちは考えます。
＞投資ファンドに対して、国ごとのラベ
ルを増やすのではなく、一体的な欧州
のラベルを使用すること。私たちは、機
関投資家向けに提唱された枠組みに
基づく「ESG統合」ラベルを主張してい
ます。

共同イニシアチブへの参加

● PRIおよび環境に責任を持つ連携
（CERES）の森林破壊に関する
共同エンゲージメント
● 石油・ガスセクターのメタン・リスクに
関するPRIのエンゲージメント
● PRI ― 債券エンゲージメント分科会
● PRI ― 化石燃料補助金と
化石燃料の公的財政からの脱却を
G20に求める投資家声明
● 低炭素経済推進イニシアチブ（TPI）

2018年
● 欧州投資信託協会（EFAMA）
● Eumedion ― コーポレート・
ガバナンスとサステナビリティの
パフォーマンスに関する機関投資家
グループ
● 欧州委員会 ― テクノロジー専門家
グループ（TEG）
● 新プラスチック経済グローバル・
コミットメント
● PRI ― プラスチック投資家ワーキング・
グループ
● ロンドン動物学会SPOTT粉砕機
および精製機
● ロンドン動物学会SPOTT木材、パルプ
および紙

2019年
● 欧州委員会 ― エコラベル・ワーキング・
グループ
● グローバル・ネットワーク・イニシアチブ
（GNI）
● 国際金融公社（IFC） ― インパクト投資
の運用原則
● 持続可能な証券取引所イニシアチブ

サステナビリティ・レポート2018
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サステナブル投資を

ともに推進
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企業慣行の課題に挑戦する
顧客を支援
エリック・オルセナが主催するイベント「持続可
能な開発サークル」の一環として、BNPP AMは
機関投資家を招待し、アナリストや大手企業と
ともに、消費者ニーズに対する小売り業者の反
応、大手石油企業と気候問題、自動車の将来、
将来のモビリティ・ソリューションといったテー
マについて議論しました。

BNPパリバ・アセットマネジメントが
気候債券イニシアチブの
パートナー・プログラムに参加
この国際的ネットワークは、気候債券イニシアチブと共同
で、低炭素で気候変動に適応する経済への投資にフォー
カスした取り組みを行っています。
気候債券イニシアチブは投資家にフォーカスした非営利
団体であり、低炭素経済に向けた大規模な投資を推進し
ています。また、市場の情報提供や市場活性化のための
提言や支援活動、政策モデル、政府への助言、市場デー
タや分析の提供のほか、グリーンボンドに関する国際的
な基準や認証制度を運営しています。

BNPP AMがアジアで
「サステナブル投資
ゲームショー」を開催
このゲームは従業員や顧客がサステナブル
投資についてより深く学び、ESGの概念・実
践を理解することを目的として、CFA協会と
ともにBNPP AMが開発しました。70人以
上の顧客や120人以上の従業員が、香港、
シンガポール、マレーシアで行われたセッ
ションに参加しました。

BNPP AMは
オーストラレーシア
責任投資協会（RIAA）のメンバー
RIAAはオーストラリアとニュージーランドの
責任ある投資家を代表する業界団体で、これ
らの投資家が運用する資産は合計で5兆豪ド
ル（3.3兆ユーロ）に上ります。責任投資セク
ターはオーストラレーシアの金融・資本市場
で拡大しており、主要大型ファンドの50%超
を占め、資産運用会社上位10社のうちの8社
がより責任ある投資アプローチに取り組んで
います。

ハイライト

サステナブル投資をともに推進
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FIONA REYNOLDS
CEO of the Principles for
Responsible Investment (PRI)

サステナブルな金融システムには
まだほど遠いため、
今後12年間で変化を加速させる
必要があります。

あなたは今日の
サステナブル投資を
どのように見ていますか？
国連の責任投資原則（UNPRI）の基
本的な考え方は、長期的な価値創
造のために、経済的に効率的で持続
可能なグローバル金融システムが不
可欠であるということです。そのよう
なシステムは長期的な責任投資に
利益をもたらし、環境や社会全体に
恩恵をもたらします。かつて一部の
機関投資家は、環境・社会・ガバナン
ス（ESG）の問題は、ポートフォリオ
の価値とは無関係であり、受託者責
任とは整合しないと考えていたかも
しれませんが、こうした考え方はもは
や支持されません。
サステナブルな金融システムにはま
だほど遠いため、今後12年間で変
化を加速させる必要があります。

資産運用会社は適切に役割を
果たしているでしょうか？
資産運用会社の中でもBNPパリバ・
アセットマネジメントのように活動的
なリーダーによる優れたイニシアチ
ブが多数あり、加速を示す明らかな
兆候が見られます。サステナブル投
資は商業上避けられないものとなっ
ています。端的に言えば、投資プロセ

スにESG基準をどう取り入れてい
るかを示すことができなければ、今
日の機関投資家向け資産運用分
野で生き残ることは不可能です。

総合的に見ると、
資産運用業界はより強く
なっているのでしょうか？
影響力を行使して自分たちの意見
を聞いてもらうために、集団行動は
必要不可欠です。PRIのエンゲージ
メントは、運用資産規模の強みに

よる恩恵を得るために、すべて集団
で行われます。その良い例が
Climate Action 100＋です。これ
は気候変動に対して、世界最大級
の温室効果ガス排出企業に必要
な行動をとってもらうため、2017
年に設立した投資家イニシアチブ
です。このイニシアチブは過去最大
の投資家エンゲージメントで、32
兆米ドルにおよぶ資産を運用する
300もの投資家が参加しています。

BNPパリバ・アセットマネジメ
ントは国連の責任投資原則
（UNPRI）の当初署名機関の
一員であり、PRIの多数のエン
ゲージメント・プログラムに参
加しています。UNPRIは資本
市場にサステナビリティを取
り入れるために2006年に策
定されました。サステナブルな
グローバル金融システムとい
う目標を達成するため、
UNPRIは資産運用会社に6
つの責任投資原則を採用し、
それらを協力して実行するこ
とを求めています。署名機関
数は100から2,300に増加
し、運用資産総額は83兆米ド
ルに上ります。

6つの責任投資原則
1. 私たちは投資分析と意思
決定のプロセスにESG課題を
組み込みます。
2. 私たちは活動的な所有者
となり、所有方針と所有習慣
にESG問題を組み入れます。
3. 私たちは投資対象の主体
に対してESG課題についての
適切な開示を求めます。
4. 私たちは資産運用業界に
おいて本原則が受け入れら
れ、実行に移されるよう働きか
けを行います。
5. 私たちは本原則を実行す
る際の効果を高めるために協
働します。
6. 私たちは本原則の実行に
関する活動状況や進捗状況に
関して報告します。

視点

サステナビリティ・レポート2018





4

39

投資の将来を

構築・創造
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BNPパリバ・アセット
マネジメントはGRASFIの
資産運用会社パートナー
2018年に締結されたこの
パートナーシップにより、
BNPP AMは新たな学術研
究にアクセスでき、投資が社
会や環境に与える影響をどう
計測するかといった複雑な問
題を解決するのに役立ってい
ます。資産運用会社は、環境
に対してより公正でより敬意
を払うようなグロ－バル経済
を構築するために、公の場で
の議論に積極的に関わらな
ければなりません。このパー
トナーシップによって、BNPP 
AMはより持続可能な世界に
向けて大きく前進する可能性
がある学術研究を支援して
います。

ROB BAUER
Co-Chair of the Global Research Alliance
for Sustainable Finance and Investment
(GRASFI)

学術研究者と
投資家の交流は
必要不可欠です。

サステナブル投資は、
学術研究者にとって
どれくらい未開拓な
分野なのでしょうか？
国連が17の持続可能な開発目標
を設定したことを受けて、それに関
連するテーマについての学術研究
が広がりました。サステナブル・ファ
イナンス、とりわけサステナブル投
資の分野における学術研究はここ
20年間で飛躍的な進歩を遂げ、現
在はより組織的に発展しています。

学術研究分野の中で
GRASFIはどのような
役割を果たしていますか？
GRASFIは2017年に設立されま
した。オックスフォード大学、イェー
ル大学、UCLAバークレー校、スタ
ンフォード大学など、19校の世界
的な研究大学で構成され、サステ
ナブル・ファイナンスおよび投資に
関する広範な専門知識を有しま
す。この連携の目的は、学術研究者
間の共同研究を推進するととも
に、大学院生や若手研究者を育成
することによって、多くの専門分野
にわたる研究を促進することにあ
ります。GRASFIの年次会議は、世
界中の研究者が金融、会計、戦略
などの幅広い分野でクオリティの
高い論文を発表する機会となって
います。

視点

より持続可能な経済に向けた
取り組みにおいて、研究者と
資産運用会社の連携は
どれほど重要でしょうか？
投資家との交流はGRASFIにとっ
て極めて重要です。資産運用会社、
学術研究者および非政府組織
（NGO）の協力はいつも非常に効
果的でした。共同作業による利点
を軽視する組織は、サステナビリ
ティに関する目標を達成すること
が難しいといえます。状況によって
は、特定の行動方針に対する倫理
的事例は明確かもしれませんが、
経済的事例はそれほど明確でない
かもしれません。厳格で包括的な
研究が物事をより明確にしてくれ
ます。

投資の将来を構築・創造
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ブルー・ファイナンス・
エコノミーに関する
知見を共有
BNPP AMは第2回モナコ海洋週間
に参加し、ヘレナ・ヴィニェス・フィエ
スタスが「ブルー・ファイナンス・エコ
ノミー」に関する専門知識と自然資
本管理におけるリーダーシップへの
コミットメントを共有しました。

BNPP AMは
VivaTechで
サステナブル投資を推進
BNPP AMはVivaTech 2018（世界
中の新興企業やリーダーによるイノ
ベーションを祝う集会）に参加し、大
きな変化を遂げる市場でのイノベー
ションや転換への対応力を示し、社
会・環境面でのイニシアチブを強調し
ました。BNPP AMは「グリーンビジ
ネス」戦略に焦点を当て、サステナブ
ル投資に関する問題への関心を高め
るためにバーチャル・リアリティ・フィ
ルムを使用しました。

私たちのファンド投資による
中小企業の資金調達への貢献度

低炭素ファイナンスを
推進するために
取り組んだ
10年間のイニシアチブ
2008年10月に設定した「BNP Paribas Easy 
Low Carbon 100 Europe®UCITS ETF1」
は、「低炭素」問題に最初にフォーカスしたファ
ンドで、投資ポートフォリオから二酸化炭素排
出量を削減する効果的な解決策を投資家に
提供しています。この上場インデックス・ファン
ドは、ユーロネクストが作成・公表する先駆的
な「Low Carbon 100 Europe®NR」指数に
連動します。ユーロネクストは、パリ協定の目
的に沿って、炭素排出量の削減に積極的な企
業に投資資金を向けることによってエネル
ギー転換に向けた資金調達を支援し、エネル
ギー転換に必要な商品やサービスを提供して
います。
投資家には機関投資家が含まれており、当
ファンドはフランスのエネルギー転換法第
173条に準拠しています。また、プライベート・
バンクやディストリビューターも含まれ、意味
のある目的のために自らの貯蓄を使いたいと
考える個人投資家の需要の高まりに対応して
います。BNPパリバ・

グリーンビジネス・ファンドを設定
2017年にパリで開催された気候変動サミットで、ジャン-ロー
ラン・ボナフェCEOは、BNPパリバは持続可能な開発目標
（SDGs）を会社の社会環境責任（SER）方針の中に取り入れ
る最初のフランス企業の仲間入りをすると表明しました。BNP
パリバ・グリーンビジネス・ファンドの設定はその意思を反映し
たものです。
BNPパリバ・グリーンビジネスは分散化されたSRIファンド・オ
ブ・ファンズで、大型/小型、上場/非上場の区別なく、省エネ・
エネルギー転換（EET）に関わる経済主体の株式や債券に投
資します。こうした企業は、水の管理・処理、二酸化炭素排出量
削減、エネルギー効率、代替エネルギー開発、廃棄物処理の分
野で革新的な技術を開発しています。
一部の省エネ・エネルギー転換プロジェクトは、非上場の小
規模な組織によって実施される場合があり、BNPP AMは省エ
ネ・エネルギー転換プロジェクトに従事する中小企業の資金
調達のために、ファンドの最大10%までこうした中小企業に投
資を行っています。

ハイライト

サステナビリティ・レポート2018
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クリス・ウーレットは2019年
4月、サステナビリティ・セン
ター内に新設された企業の社
会的責任チームのヘッドに任
命されました。クリスは、
BNPP AMの文化の中核にサ
ステナビリティを継続的に取
り入れる役割を担っています。
彼はグループ全体の方針や
BNPPエンゲージメント・マニ
フェストを活用・実践する上
で、グループの主な利害関係
者と密接に協働しています。
クリスの任命は、私たちのグ
ローバル・サステナビリティ戦
略とともに、完全に持続可能
な資産運用会社への移行に
向けて加速しています。

視点

CHRIS OUELLETTE
Head of Corporate Social Responsibility

CSRは
ビジネスの中で出現する

リスクや機会を
特定する上で

優れたツールです。
企業の社会的責任（CSR）は、
今日の世界において
どれほどの競争優位性を
占めると考えられますか？
企業の社会的責任を全うしたとい
える組織はなく、すべての企業はそ
の途上にあります。CSRが進んで
いる企業は、さまざまな形で競争
優位性が高まっているように思わ
れます。例えば、ブランドの評判が
高まること、新商品やサービスを
通して革新性が高まること、従業
員のエンゲージメント手法として
CSRを利用することでプロセスが
改善することなどです。CSRはビジ
ネスの中で出現するリスクや機会
を特定する上で優れたツールでも
あります。総合的に見ると、CSRに
よって急速に変化する世界に対応
し、それに関連する機会から利益
を獲得することが可能です。

さまざまな利害関係者、
特に従業員にとって、BNPP 
AMのCSRがどのような
役割を果たすかについて
説明していただけますか？
CSRは幅広い形でサステナビリ
ティの向上につながります。人権尊
重の推進やサプライチェーン活動
を通じた地域経済の支援が可能で
あり、私たちの事業活動が環境に
与える影響を軽減することも可能
です。
優れたCSRアプローチは、公正で
包摂的な職場環境の推進に役立
ち、企業として従業員の向上、健
康、福祉にどれだけ投資しているか
がわかります。従業員は仕事の意
義を求めており、CSRへのコミット
メントによって私たちはそれを提供
することができます。
最後に、責任ある投資家であるこ
とによって、金融サービス業界がど
う発展しているか私たちが認識し
ているということを顧客に対して示
します。
私たちがビジネスのあらゆる面で
責任ある行動を取っているという
ことが、CSRによって確かになりま
す。単に商品を提供するだけでは
不十分で、顧客にとっての価値に
寄り添っていることを私たちは示さ
なければなりません。

CSRはBNPP AMの
サステナビリティ戦略の
他の部分と
どのように関連しますか？
私たちは今年、新たにグローバル・
サステナビリティ戦略を発表しまし
た。中核的な信念として、「優れた実
績を挙げるには有言実行が極めて
重要であり、私たちが投資先企業
に期待することを自分自身にも適
用しなければならない」ということ
があります。私たちはCSRへの取り
組みとして、エネルギー（Energy）
の転換、環境（Environment）の持
続可能性、平等（Equality）と包摂
的な成長という、「3つのE」に重点
を置いています。それは私たちの事
業を通してコミュニティの中で環境・
社会的に良い影響を及ぼし、人 に々
とって良い将来を築くものです。

責任ある企業として具体事例で牽引
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女性管理職を
推進するための新たな指標
2018年、BNPP AMは女性管理職の数を2020
年までに30%まで増やし、より包摂的な能力管理
プログラムを開発する計画を発表しました。この
30%目標は、BNPP AMグループ114社の取締役
会にも適用されます。

持続可能な開発週間の期間中に
私たちのフランスの従業員の協力によって
回収された紙の量
私たちの事業が環境に与える影響：

生産される
新しい紙
3,880キログラム

電力量
251MWh

1年間の照明光
供給量
306人分

地域熱供給
148MWh

1年間の暖房供給量
21人分

節約される水
91,300リットル

節約される石油
457リットル

そ
れ
に
相
当
す
る
量

安心して
退職を迎えるために
BNPP AMはフランスで、「世代契約」制
度の法的枠組みにおいて新たな全社協
定を締結しました。この制度は若者およ
び高齢者の包摂的な雇用、知識やスキ
ルの伝達といった分野にフォーカスして
います。これは、若者を歓迎・訓練・統合
していくとともに、円滑な退職に向けて
移行するために、従業員がキャリアの最
後を迎える準備を整えることにBNPP 
AMがコミットするということです。その
準備には、大学やビジネス・スクールで
の教員としての外部契約や、非政府組織
（NGO）でのスキルを活かした後援活
動、パートタイム職への移行などが考え
られます。また、退職準備訓練、個人的
な助言、退職評価も実施されます。

パリ本社が
環境に及ぼす影響を
軽減するための協働
BNPP AMは従業員の協力を得て、環境へ
の直接的な影響を迅速に軽減するプログラ
ムを設定しました。
このイニシアチブによって従業員が団結し、
使い捨てプラスチック製品をオフィスからな
くしていくという環境への取り組みを開始し
ました。

ハイライト

サステナビリティ・レポート2018
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28,000

雇用に関する活動：社会活動参加者間のシナジー効果
今日の多くの社会において、雇用は大きな関心事
であるといえます。そのため私たちは以前からこの
分野に投資を行い、雇用を社会事業投資の優先
投資対象のひとつに位置付けています。
2018年末時点で、私たちの社会事業パートナー
25社中6社がフランスの包摂的な雇用活動に直
接関わっていました。
雇用と訓練：包摂的な雇用者は、排他的な動きの
中で直接雇用して訓練する際に重要な役割を担
います。ID'EES、La Varappe、Le Relais、Réseau 
Cocagneは、合計で約13,000人を雇用し、訓練
の恩恵を受けた従業員の55%につなぎ雇用や長
期雇用を確保しています*。
融資：ADIEとイニシアチブ・フランスは、融資を
受けられない状況にある起業家に金融支援を
実施し、結果的に仕事を創出することに貢献して
います。
持続可能な社会と職業の包摂性は、幅広い反応

があってこそ可能であり、私たちは他のパートナー
の努力によって支えられています。
輸送：Wimoovは身体の不自由な方に対して、持
続可能で自発的な移動手段の選択肢を提供して
おり、その受益者の74%が就業できるよう支援し
ています*。
住居：雇用と住居は本質的に関連しています。持
続可能な包摂性を推進するため、私たちのパート
ナーは困窮している人々に適切な住居を提供し、
支援する目標を掲げています。
国際的活動：Café Michelなどの公正取引企業
は、生産業者に好都合な支払い条件によって生産
業者の持続可能な事業運営を支援しています。ま
た、私たちはマイクロ・ファイナンス機関の発展を
推進するSIDIとMicrofinances Solidairesも支
援しています。最も恵まれていない個人向けに特
別なローンサイクルを提供することによって、両社
は起業プロジェクトに金融支援を行っています。

AGRISUD 
INTERNATIONAL：
農業分野のNGO
BNPP AMは11年以上にわたってAgrisud 
Internationalの事業を支援しています。私
たちはマダガスカル、ハイチ、カンボジアで3
つのプロジェクトの実行を支援しています。
これらのプロジェクトは、地方や郊外での持
続可能な農業生態学的活動や森林農業活
動を推進するため、3,000もの小規模世帯
に持続可能な支援を行っています。こうした
ミクロ事業によって36,000トンの食料が生
産され、年間1,000万ユーロの純所得を獲
得しています。そして12,800もの雇用を創
出・保全し、28,000もの人々を持続的に貧
困から救済しています。

グッドプラネットと
BNPP AMの共著
「インパクト」
ヤン・アルテュス-ベルトラン基金
の協力の下で、エリック・オルセナ
とBNPP AMがスポンサーとなっ
ているグッドプラネットは、持続
可能な開発と持続可能な投資の
認知度を上げるために7冊目の
本を出版しました。より持続可能
で道徳的で包摂的な経済へ前進
するために、グローバルな問題と
その解決方法をよく理解するこ
とは不可欠です。「インパクト」は
図表、ストーリー、画像を駆使し
て、人類が地球に残した足跡に
ついての知見を提供します。 人

貧困からの救済者

* データは2017年の活動について（入手可能な場合は）社会的企業から入手し、
BNPP AMが集計したものです。

ハイライト

責任ある企業として具体事例で牽引



47

あなたは4大会計事務所の1社に9年間勤務した後でBNPP AMへ
入社したわけですが、サステナビリティにコミットしている企業で
働くということは、あなたにとってどれほど重要なことでしょうか？
私にとっては極めて重要なことです。サステナビリティにコミットしない企
業で働くことは考えられません。最初の面接では、BNPP AMのサステナビ
リティへのアプローチを理解することに大部分の時間を費やしました。

あなたのモチベーションとなっているのは、サステナビリティに
関するBNPP AMの方針のどのような点でしょうか？
私は、責任あるアプローチで事業を行うことは基本的な要件だと思ってい
ます。今日では、企業は従業員、市場、生態系に対して社会的責任を負わな
ければなりません。
私たちは先端を行っていると思います。サステナビリティ・センターを設立
し、これから2020年にかけて私たちのすべてのポートフォリオにESG（環
境・社会・ガバナンス）基準を統合することは、私たちのコミットメントを強
力に示すメッセージです。私たちは、他の企業がサステナブル慣行を組み
入れるように影響を及ぼし、実際に変化をもたらすことができる経済的な
力を有しています。

サステナビリティに向けたBNPP AMの取り組みに貢献するため、
あなた自身は日常的にどのようなことをしていますか？
私は、社内でサステナビリティと責任ある慣行を推進すると同時に、パリ本
社の環境フットプリントを軽減するイニシアチブを推進するための従業員
会議のメンバーになっています。最初のプロジェクトのひとつに、オフィス内
でのサステナブル慣行を推進する一方で、オフィスビル内で使い捨てプラ
スチック製品の代替品を見つけるということがありました。次のプロジェク
トでは、モビリティにもフォーカスします。

サステナビリティに対するご自身のコミットメントについて、
あなたが取り組んでいることを話していただけますか？
個人的には、すべての製品が再利用されるように資源のライフサイクルを
見直しながら、廃棄物ゼロに向けて最大限の努力をしています。埋め立て
地、焼却炉、海に送られるゴミをなくすことが私の目標です。実際にリサイク
ルされるプラスチックは現在9%に過ぎず、私たち全員が何かをすべき大き
な責任を負っています。

視点

VANESSA BRAYER
Data officer at BNPP AM

企業は従業員、
市場、

生態系に対して
社会的責任を
負わなければ
なりません。

サステナビリティ・レポート2018
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子供が
他の子供を支援
従業員の子供を親の職場に招待する
一日がかりのイベントで、サステナブ
ル投資家についてのロールプレイが
実施されました。
ロールプレイで得られる「出演料」は
BNPP AMによって実際の寄付へ姿
を変え、リーブズ、プリンセス・マー
ゴット、ル・リール・メディスンなど、子
供が選択した非営利団体（NPO）に
送られました。それによって、病院に
入院する30人以上の子供がピエロ
に楽しませてもらいました。フランス
共和国大統領に会いたいという12歳
の少年の夢や、フランスの国際的サッ
カー選手であるディミトリ・パイェに
会いたいというサッカーファンの子供
の夢を叶えることができました。

ハイライト

BNPP AMは
Fondation de Franceの
パートナー
2018年、BNPP AMはFondation de Franceとの
スポンサーシップ協定の一環として、運用ファンドの
運用報酬の一部を寄付するという新たなパートナー
シップを締結しました。フランスの代表的な慈善活動
ネットワークであるFondation de Franceは、創設
者、寄贈者、ボランティア専門家、従業員のほか、社会
的団結を推進する活動、尊厳と自主性を尊重する
活動、イノベーションや社会的発展を推進するソ
リューションを生む活動によって、医学研究、環境、教
育、文化、技能訓練の分野で、社会的弱者のニーズに
応えることを目的とする数千の組織で構成されるグ
ループです。

英国の学校での
ボランティア活動
BNPP AMの従業員は、ロンド
ンのブルー・ゲート・フィールズ
幼児学校の学期中、毎週水曜
日と木曜日の昼食時の30分間
セッションで授業を行い、生徒
の読解力や計算力のスキルアッ
プのための支援を実施していま
す。読解と計算のパートナー・プ
ログラムに参加する6～7歳の
生徒たちがBNPP AMのオフィ
スに招待され、金融に関する授
業を受けた後、シティを見下ろ
しながら昼食を楽しみました。

香港の学生と
英語で読む楽しさを共有することによって
「変化を起こす」
アジア太平洋地域で行われているボランティア・プロジェクト「変化
を起こす!」の一環として、BNPP AMの従業員は地元中学校Man 
Kiu Collegeの生徒約20人のために、香港の銅鑼湾にある書店を
訪問するツアーを主催しました。彼らは生徒たちにいろいろな英語
の本を紹介し、より多くの文学ジャンルを発見するための支援を行
いました。Man Kiu Collegeは地元の公費助成中学校で、授業には
中国語が主に使われていますが、より多くの生徒に英語で本を読ん
でもらうことを促すことが、この訪問の目的でした。

ミツバチの保護
BNPP AMは種の保存への取り組みの一環として、養
蜂業者のための資金調達を行いました。一定の期間
で私たちの社会的責任投資（SRI）ファンドには
4,000万ユーロもの資金が集まり、現在、フランス中
で20の養蜂業者が資金提供を受けています。

責任ある企業として具体事例で牽引
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サステナブル・ポリシーの

計測と評価
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責任ある企業行動と
セクター・ベースの除外

議決権行使に関する統計

エンゲージ
メント

気候関連
財務情報開示
タスクフォース
（TCFD）に
関する報告

私たちのサステナブルな運用資産残高
グローバル・サステナビリティ戦略を発表し、私たちは2020年までにすべての投資に
関してサステナブル投資アプローチを適用することにコミットしています。（詳細は本
レポートの9ページをご参照ください。）
これを実現するため、私たちは運用チームがESGファクターを投資意思決定プロセス
に組み入れる方法を認証するESG認証委員会を設立しました。同委員会はサステナ
ビリティ・グローバル・ヘッド、マクロ・リサーチ／投資プロセス／リスクのヘッド、および
関連するチーフ・インベストメント・オフィサーによって構成されます。
私たちの多くの投資には既にESGファクターが投資意思決定に組み込まれています
が、新たな戦略に基づくESG戦略として認証された運用資産残高（AUM）は、2019年
6月30日時点で1,370億ユーロ（適格AUMの47%）に上ります。

責任ある企業行動期待に関する
私たちの方針を適用する
運用資産残高
（単位：10億ユーロ）

出席した年次総会数 2018年の議決権行使内容
地域 投票した

決議案数
賛成投票数 反対投票数 棄権数 棄権数と反対

投票数の割合
欧州
北米
日本
その他の地域

除外リストに含まれる
発行体数

私たちが
エンゲージメントを
実施した企業数

ウォッチリストに
含まれる発行体数

ガバナンス：投資委員会の下部組織である
サステナビリティ委員会は、気候変動やサステ
ナビリティに対する方針、目標、報告などのアプ
ローチを監督しています。サステナビリティ・
グローバル・ヘッドはBNPP AMの投資部門の
ヘッドに直接レポートする立場にあり、気候変
動とサステナビリティの専門知識を有する24
名で構成された学際的センターであるサステ
ナビリティ・センターを監督しています。サステ
ナビリティ・センターは個別企業レベルやセク
ターレベルのリサーチ、分析、データを運用
チームに提供し、運用チームがサステナビリ
ティをテーマとする商品を開発したり、サステナ
ビリティ関連のリスクや投資機会を投資戦略
の中に組み入れたりすることを支援します。
戦略：私たちは気候関連リスクを2つの観点か
らとらえています。ひとつは私たちの投資に対す
るリスクであり、もうひとつはシステムに対する
リスクです。私たちはサステナブル投資の4つの
柱に基づいて、すべての運用戦略にサステナブル
投資アプローチを完全に組み入れることにコ
ミットしています。4つの柱とは、ESGの統合、ス
チュワードシップ活動、責任ある企業行動、そし
て長期的な経済パフォーマンスを支える3つの
重要な問題についてのフォワード・ルッキング
の観点です。3つの重要な問題とは、エネルギー
の転換、環境の持続可能性、平等と包摂的な
成長です。こうしたアプローチには気候関連リ
スクの特定、評価、管理を組み入れています。

気候は私たちのサステナビリティの課題
で主にフォーカスしている分野です。私た
ちは2025年までにポートフォリオをパリ
協定の目標に整合させることにコミットし
ています。この分野で私たちが認識してい
る課題として、企業の気候関連情報開示
を強制する世界的な規制がないことがあ
りますが、それだけに私たちは、ポートフォ
リオに含まれる企業による気候関連財務
情報開示に重要な最低基準を設ける
TCFDのガイドラインを大いに歓迎してい
ます。BNPP AMにはTCFDのメンバーが
2人もおり、投資、エンゲージメント、報告
の手法にTCFDの推奨を実践することに
コミットしています。
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リスク管理：私たちは気候関連リスクを特定、評価、管理するため
に、多くの戦略的優先事項と方針を設定しています。2025年まで
にポートフォリオをパリ協定の目標に整合させるとのコミットメント
に加え、リサーチプロセスの一環として気候関連のリスクや投資機
会を評価します。私たちは2019年3月、新たに石炭に関するより厳
格な方針を導入し、その炭素集約度がパリ協定の目標達成に向け
た道筋と整合的でない公益事業会社を排除することとしました。
私たちは単独で、または気候変動に関する機関投資家グループ
（IIGCC）やClimate Action 100＋といった共同イニシアチブの一
環として、気候変動に関する株主エンゲージメントを実施していま

す。私たちの公共政策擁護活動には、国家的組織やG20のような
超国家的組織に対する投資家声明を通して、カーボンプライシン
グの体制整備を求める活動も含まれます。
指標と目標：2025年までにポートフォリオをパリ協定の目標に
整合させることについて、私たちは主な目標を定めています。これに
は、ポートフォリオの二酸化炭素排出量、EUタクソノミーに基づく
ポートフォリオのグリーン投資の割合、国際エネルギー機関（IEA）
の持続可能な開発シナリオ（SDS）と比較したポートフォリオの炭
素集約度についての追跡調査、モニタリング、報告が含まれます。

2018年12月、BNPP AMは
二酸化炭素排出量が500億ユーロの
運用資産に相当すると試算しました。

ポートフォリオの二酸化炭素排出量
（単位：10億ユーロ）

認証済みSRIファンド

社会的責任投資（SRI）
（単位：10億ユーロ）
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社会的事業投資

世界中のマイクロ・ファイナンスと
フランスの社会的起業家への
投資額
フランスの社会的起業家への
投資総額

連携パートナーの数

支援しているマイクロ・ローンの数

マイクロ・ローンの平均金額

社会セクター別の私たちのパートナーからのインパクト・データ（1）

仕事へのアクセス
雇用または支援を受けている人数

マイクロ・ファイナンスと起業家への支援
起業家向けの資金提供プロジェクト数

住宅へのアクセス
利用可能な住居数

ヘルスケアへのアクセスと継続的自立
受益者数（2）

介護が必要な人のための住居
> ベッド数
> 高齢者向け住居数

環境保護
> 耕作した有機農地面積
> エネルギー消費量（フランスの平均は200kWh/m2）
> 販売した有機製品とフェアトレード製品の数

国際的な社会連携イニシアチブ
> 支援を受けた国の数
> 受益者数

（1） 2015年、2016年、2017年の連携企業の活動からのデータ（入手可能なデータでBNPP AMが確認したもの）
（2） フランス赤十字社：ソーシャルおよび医療ソーシャルケアセクターの受益者数
（3） 支援が必要な高齢者向けの住居

長期介護
センター（3）

長期介護
センター（3）

長期介護
センター（3）
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私たちの環境データ

私たちのソーシャル・データ

世界中のオフィスビル

エネルギー消費量
（単位：100万kWh）

温室効果ガス排出量
（二酸化炭素換算トン数）

世界中のビジネス出張

距離
（単位：100万キロ）

温室効果ガス排出量
（二酸化炭素換算トン数）

スタッフの数
常勤社員
無期契約社員
有期契約社員
ジョイントベンチャー社員
 合計

地域内訳

研修時間*

* BNPP AMフランスを対象としています。

研修受講者数*

BNPパリバ・アセットマネジメントの従業員の
平均年齢は43歳

BNPパリバ（BNPP AMの事業活動を含む）は
2017年からカーボンニュートラルです。

女性

南米 北米 欧州 フランス アジア
太平洋

 東欧、中東、
アフリカ

男性

女性 男性
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国際エネルギー機関（IEA）の持続可能な開発シナリオ（SDS）に反映されるパリ協定の目標に
私たちの投資全体を整合させること

EUタクソノミーに基づいて持続可能な経済活動への投資を増やすこと

特定のセクターによる温室効果ガスの平均排出量をIEAのSDSに準拠させること

ポートフォリオの温室効果ガス排出へのエクスポージャーを削減し、IEAのSDSに準拠させること

2030年までに投資対象不動産をEUが設定する気候変動とエネルギーに関する目標に準拠させること

ソブリン債に投資する際は、パリ協定の国別目標の順守状況を評価して反映させること

大規模会社がパリ協定に沿った慣行を実施するように共同エンゲージメントを利用すること

企業がClimate Action 100＋に沿って気候変動に関する行動をとることを促すために
委任投票を活用すること

投資によって水利用効率性を高めること

水使用量の多い企業が水ストレスを抱えた地域で水使用量を減らすために
エンゲージメントを利用すること

2020年までに自然林の消滅を半減させるために積極的に貢献し、
2030年までに消滅をなくすように努力すること

気候変動に伴う企業の物理的リスクをより理解して評価すること、
気候変動に適応するための企業や政府の施策を評価すること

海洋保護の取り組みを支援し、保護方針を策定すること

廃棄物を削減する取り組みを支援すること

「2030年までにコスト効率の良い方法ですべてのプラスチック包装を再利用可能または
リサイクル可能にする」という欧州委員会の目標に貢献すること

大気汚染を軽減する取り組みを支援し、軽減方針を策定すること

土壌汚染を軽減する取り組みを支援し、軽減方針を策定すること

生物多様性に及ぼす影響をより理解し、その分析を改善すること

人的資本関連の情報開示の改善を促すこと

国別の報告実施を企業に働きかけることによって税の透明性を高め、
現地国への納税を改善すること

取締役会および経営陣における男女平等を推進すること

透明性を高め、CEOと従業員平均との不当な報酬格差などの過剰な給与支払いをなくすために、
エンゲージメントや委任投票を活用すること

持続可能な配当や過剰な自社株買いの制限など、より持続可能な企業の資本配分決定を促すために、
エンゲージメントや委任投票を活用すること

透明性を高め、長期的な経済成長、気候変動の緩和、包摂性を阻害するような
企業ロビー活動に対処すること

人権推進への取り組みや貧困を克服するための社会的投資拡大に貢献すること

SDGsに向けた私たちの目標
BNPP AMは投資家として、パリ協定や持続可能な開発目標（SDGs）で示された持続可能な将来のために貢献する役割を担うと認識
しています。2019年3月に発表したグローバル・サステナビリティ戦略は、私たちのコアビジネスが投資であることを踏まえて、私たち
がより大きな影響を行使できると考えられる分野に集中しています。主要方針、目標、主要業績評価指標（KPI）を設定する際は、持続
可能な開発のための2030アジェンダと17のSDGsを考慮しています。
下表は「3つのE」に関する私たちの方針と、SDGsに対するマッピングをまとめたものです。

柱 主要SDGs 「3つのE」とSDGsに対してマッピングしたBNPP AMの方針

エネルギーの
転換

環境の
持続可能性

平等と
包摂的な成長
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